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 1 
概要書 
 
 我が国では、1999年 4月以降開始される会計期間から税効果会計が導入され、損益計
算において法人税等調整額の項目を設けて、該当会計期間を対象とする法人所得税の調整
を行うことで、適切な経営成績を示す会計上の技術的工夫がなされている。 
ところで、税効果会計に起因する論点の中で、繰延税金資産の回収可能性評価に関する論
点があり、税効果会計基準の導入以前から多くの議論を呼んできた。これまでの繰延税金
資産の回収可能性に関する議論をサーベイしてみると、貸借対照表の資産側に係る評価額
を取り扱った研究成果は、蓄積されてようである。しかし、ここで注目されているのは、
繰延税金資産の貸借対照表価額をいかに評価すべきかという、資産性評価の問題に関する
ことであった。 
一方で、回収可能性評価に関する評価差額の増減については法人税等調整額に含める扱
いとなっている。つまり、この会計処理は、同評価差額を即時に純利益の中に反映してい
るのというのが現状である。資産評価を財務諸表への反映するにあたっては、簿価と評価
額の差額が損益に反映される影響についても考慮がなされているべきである。しかしなが
ら、回収可能性テストに抵触した際に計上される修正差額の損益計算全体への影響につい
ての議論は手薄であったように思える。 
本稿では、この繰延税金資産の回収可能性評価にかかる評価差額を、評価時点で即時に
純利益に算入するという会計処理の妥当性を検討する。そして、まず、その会計処理に問
題があるのだとすれば、どのような点で問題を引き起こしているのかと言うことを考察す
る。更に、それらの問題点を解消するためには、どのように会計処理が修正されるべきな
のかということを考え、代替的な会計処理を提案している。 
 具体的な本稿の構成としては、第 1章で、税効果会計の趣旨を説明する。これは、繰延
税金資産の回収可能性という完全に解決し難い問題が残るのであれば、そもそも税効果会
計を実施しないほうが明快であるという話が出ても不思議ではない。しかし、それでも財
務諸表において適切な経営成績を開示するためには、税効果会計が必要な会計処理である
ことを示すために本章を置いている。しかし、税効果会計を支持するならば、繰延税金資
産の回収可能性に関する問題に直面するわけであるが、現在の会計基準および実務上の取
扱いとして、どのように規定されているのかという、現行規定に関する概要を確認した。 
 第 2章では、純利益の性質について検討する。繰延税金資産の回収可能性評価にかかる
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評価差額が、即時に純利益に算入される妥当性を検討するうえで、純利益とはどのような
概念で形成されており、その構成要素としてはどのような性質を備えている必要があるの
かということを確認しなければならない。はじめに、伝統的な純利益に対する見方を示し、
続いて、2006年に財務諸表に関する概念を整理した討議資料概念フレームワークが公表さ
れたが、そこでは純利益についてどのように説明がされているのかをみることで、純利益
とされるべき要件について確認した。本章は、これらから形成される純利益への考え方に
照らして、繰延税金資産の回収可能性の評価差額は、純利益に含まれるべき性質を備えた
ものなのかということを次章で確認するうえでの布石となる。 
第 3章では、前章で確認された純利益の考え方に照らして、繰延税金資産の回収可能性
評価差額が純利益に含まれるべき性質を備えているのかの考察を行った。具体的には、同
評価差額全額が、回収可能性テスト実施時点において純利益算入されるべき性格を有して
いるのかということを確認するものである。その結果、評価差額の一部については、回収
可能性評価時において純利益とする一応の説明は見出された。しかし、評価差額全額につ
て現行処理が適切であるとは言えないことが確認された。 
第 4章では、第 3章で指摘された問題点が解消されるような代替的会計処理について考
察した。はじめに、第 3章をつうじて得られた問題点を解消するための会計処理の全体的
な考え方について思考した。本稿では、第 3章の問題点を受けて、回収可能性評価実施時
には一旦 OCIに評価差額を繰り延べ、一時差異解消時にリサイクリングする会計処理が適
切であると考えた。そして、その考え方を実践的に当てはめることが可能かどうか数値例
を用いて検証した。その結果、複数期間に亘って一時差異が発生・解消するという評価差
額の損益帰属の捉えるのが複雑になる場合についても、実践可能であることが確かめられ
た。 
 以上から、繰延税金資産の回収可能性評価差額について、一時に損益算入している現行
処理において、純利益の考え方に照らすと合理的な説明ができない部分があることが指摘
できること、およびそれらの問題を解消する代替的会計処理も実践可能であることを確か
められたことが、本研究の貢献であると考えている。 
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 1 
序 章  
はじめに 
 我が国では、1999 年 4 月以降開始される会計期間から税効果会計が導入され、損益計
算において法人税等調整額の項目を設けて、該当会計期間を対象とする法人所得税の調整
を行うことで、適切な経営成績を示す会計上の技術的工夫がなされている。 
ところで、税効果会計に起因する論点の中で、繰延税金資産の回収可能性評価に関する論
点があり、税効果会計基準の導入以前から多くの議論を呼んできた。これまでの繰延税金
資産の回収可能性に関する議論をサーベイしてみると、貸借対照表の資産側に係る評価額
を取り扱った研究成果は、それなりに蓄積されてようである。しかし、ここで注目されて
いるのは、繰延税金資産の貸借対照表価額をいかに評価すべきかという、資産性評価の問
題に関することであった。 
一方で、回収可能性評価に関する評価差額の増減については法人税等調整額に含める扱
いとなっている。つまり、この会計処理は、同評価差額を即時に純利益の中に反映してい
るのというのが現状である。資産評価を財務諸表への反映するにあたっては、簿価と評価
額の差額が損益に反映される影響についても考慮がなされているべきである。しかしなが
ら、回収可能性テストに抵触した際に計上される修正差額の損益計算全体への影響につい
ての議論は手薄であったように思える。 
本稿では、この繰延税金資産の回収可能性評価にかかる評価差額を、評価時点で即時に純
利益に算入するという会計処理の妥当性を検討する。そして、まず、その会計処理に問題
があるのだとすれば、どのような点で問題を引き起こしているのかと言うことを考察する。
更に、それらの問題点を解消するためには、どのように会計処理が修正されるべきなのか
ということを考え、代替的な会計処理を提案していきたい。 
 具体的な本稿の構成としては、第 1 章で、税効果会計の趣旨を説明する。これは、繰延
税金資産の回収可能性という解決し難い問題が生ずるのであれば、そもそも税効果会計を
実施しないほうが明快であるという話が出ても不思議ではない。しかし、それでも財務諸
表において適切な経営成績を開示するためには、税効果会計が必要な会計処理であること
を示すために本章を置いている。しかし、税効果会計を支持するならば、繰延税金資産の
回収可能性に関する問題に直面するわけであるが、現在の会計基準および実務上の取扱い
として、どのように規定されているのかという、現行規定に関する概要を説明する。 
 第 2 章では、純利益の性質について検討する。繰延税金資産の回収可能性評価にかかる
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評価差額が、即時に純利益に算入される妥当性を検討するうえで、純利益とはどのような
概念で形成されており、その構成要素としてはどのような性質を備えている必要があるの
かということを確認しなければならない。はじめに、伝統的な純利益に対する見方を示し、
続いて、2006 年に財務諸表に関する概念を整理した討議資料概念フレームワークが公表さ
れたが、そこでは純利益についてどのように説明がされているのかについて確認を行う。
よって、本章では、これらから形成される純利益への考え方に照らして、繰延税金資産の
回収可能性の評価差額は、純利益に含まれるべき性質を備えたものなのかということを次
章で確認するうえでの布石を置いている。 
第 3 章では、前章で確認された純利益の考え方に照らして、繰延税金資産の回収可能性
評価差額が純利益に含まれるべき性質を備えているのかの考察を行う。具体的には、同評
価差額全額が、回収可能性テスト実施時点において純利益算入されるべき性格を有してい
るのかということを確認するものである。これは、現行規定の「同評価差額を一時に損益
処理を行う」という会計処理の妥当性を確かめることに当たる。そこで、この評価差額が
即時に純利益に算入されることに、いくつかの問題点を見つけることができるか考察する
のである。 
第 4 章では、第 3 章で指摘された問題点が解消されるような代替的会計処理について考
察する。前章で、現行の会計処理に問題点が見つかった場合、現行の会計処理は万全では
なく、むしろ修正の検討が必要という問題を抱えていることになる。そこで、本稿では、
発見された問題を解消するために、代替的会計処理の考案について話を進める。 
はじめに、第 3 章をつうじて得られた問題点を解消するための会計処理の全体的な考え
方について思考する。続いて、その考え方を実践的に当てはめることが可能かどうか数値
例を用いて検証する。 
最後に第 5 章は、本稿全体で得られた考察を総括するものである。はじめに、本稿の標
題である「繰延税金資産の回収可能性評価額に関する純利益性」について結論を総括する。
更に、第 4 章で扱った代替的会計処理について、その適用によって得られる損益情報の修
正状況と、新たに生じた問題点を踏まえながら、この会計処理の評価についても総括する。 
そして、本稿の議論では、解決できず積み残したこと問題点について考え、本稿を締め
括るとしたい。 
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第 1 章 税効果会計と繰延税金資産の回収可能性評価の必要性 
 本稿は、繰延税金資産の回収可能性評価差額の純利益への影響性を問題とするものであ
るが、この問題点を指摘するにあたり現行の会計基準においてどのような取扱いが行われ
ているのかということを理解する必要がある。 
本章では、繰延税金資産を生じさせる元々の税効果会計がどのような会計的な意味をもち、
なぜ必要とされるのかを確認する。続いて、税効果会計の中で生ずる繰延税金資産につい
て、なぜ回収可能性が問題として扱われているのかについて、この問題が生じてくる理由
を理解する必要がある。それ故、まず、その問題の所在を明らかにする。そして、この問
題に対処するために、実務では対応として同資産の回収可能性にかかる規定が設けられて
いるわけであるが、この規定に関する概要を示すこととしたい。 
 
第 1 節 繰延税金資産の回収可能性にかかる現行規定 
 本節では、はじめに繰延税金資産とはどのようなものであるか、またその回収可能性評
価がなぜ行われているのかを示すこととしたい。そして、現行規定がどのような会計処理
を要請しているのかという、現状の取扱いについて概説する。 
 
第 1 項 税効果会計とは 
本稿で扱う繰延税金資産とは、税効果会計と呼ばれる会計処理に伴って生ずる資産項目の
ひとつである。ここに税効果会計とは、法人所得税をはじめとする企業の課税所得に賦課
される税金について、適切な期間配分を行うための会計処理を言う。この法人税所得税の
金額は、税務計算上の課税所得に基づいて算出されるのだが、その課税所得の計算は、財
務会計で計算された当期純利益を調整することで求められている。これは、会計上の収益・
費用と税務上の益金・損金を比較したとき、それぞれの認識・測定に関する規定および取
扱いについて相違する部分があるため、調整計算が必要になっている。 
その相違する部分については、財務会計上と税務上の認識時点の相違によるものと、財務
会計・税務それぞれ特有に認識されるものとに大別される。前者については「一時差異」、
後者については「永久差異」と呼んでいる。 
税効果会計導入の必要性が指摘されたのには、財務諸表で会計期間の業績となる当期純
利益を集計するにあたり、この法人税所得税の金額を税務計算によって算出された金額を
そのまま反映すことが適切であるのか、という点が問題視されたことにある。それは、算
 4 
出された法人税所得税の金額をそのまま損益計算に含めると、財務会計が対象とする報告
期間に関連しない法人所得税までが業績に含まれているのではないかという問題が指摘さ
れ得るからである。すなわち、前述の一時差異の対象となる収益・費用は、税務上では、
報告しようとする財務会計の会計期間とは異なる時期に課税対象としての益金・損金とな
るから、税務上の法人所得税納付額には、会計報告期間とは関連しない業績を含んでいる
と解することができるということである。 
この問題を解消し、会計期間に関連した損益を集計するためには、損益計算書上の法人税
等金額については、その財務報告の会計期間の収益・費用に関連した税金だけが計上され
るように、税務上の納税額から技術的な調整を加える必要があると考えられた。この財務
諸表上の法人税等金額の技術的調整が、税効果会計なのである。この税効果会計によって、
損益計算で計上した部分に対応する税額だけを示すことができるようになり、税引前と税
引後の当期純利益の計算対象期間が対応するため、会計報告期間の業績である税引後当期
純利益の情報価値が高まると考えられている。 
適切な税額調整によって税引後当期純利益を開示する理由には、まず投資家にとっては
会計報告期間に関連する法人税額を反映した業績数値のほうが、企業の収益性を比較・判
断できる情報となるほか、将来受けられる配当等のキャッシュ・フローに関連した業績情
報として扱いやすいという情報価値があるからである
1
。また、債権者にとっても、税引前
利益より税引後利益が債権回収のための判断指標と結びつきやすく、また将来の税金の支
払額について実質的な見越し・繰延べがあるのであれば、それも債務者の将来の支払い能
力としても考慮できるから、彼らにも情報価値を生んでいるとも考えられている
2
。 
 
第 2 項 わが国の税効果会計の導入 
 わが国では、既に 1998 年に「税効果会計に係る会計基準」が設けられ、1999 年 4 月以
降から税効果会計が適用されている。税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書に
よれば、財務会計において、税引前と税引後当期純利益を対応しないことの弊害の解消と、
将来の法人税等の支払額に関する影響の反映という観点から、基準導入の必要性を説いて
いる。 
                                                   
1 もし税効果が適用されない税引後利益は、単に現在の配当原資の蓄積過程を示す情報に過
ぎず、企業の将来の業績や投資家自身の将来キャッシュ・フローを予測するための情報価値と
しては低くなると言える。 
2 足田・弥永[1997]14 頁 
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 この税効果会計の必要性が高まったのは、基準制定当時、公正価値（時価）会計による
認識、ヘッジ会計など、新しい会計基準の導入が控えていたわけであるが、これらによっ
て税法との乖離が加速的に広がり、税効果の影響が無視できないほど大きくなったことが
背景としてある。また、米国基準や国際会計基準などの主要会計基準においては、既に税
効果の会計基準が設けられており、国際的な会計基準との歩調を合わせることも、当然な
がら無視できなかったであろう
3
。更にその他の点として、銀行に限っては経営の健全性を
判断する情報の提供のため、BIS の自己資本比率規制の下の情報開示が適用されていた。
この自己資本比率の計算に当たっては、税制の差異によって銀行間の比較困難性を解消す
るために税効果を適用していたということもある
4
。 
  
○ 税効果会計導入の説明 
二  税効果会計の適用の必要性 
１ 法人税等の課税所得の計算に当たっては企業会計上の利益の額が基礎となる
が、企業会計と課税所得とはその目的を異にするため、収益又は費用(益金又は損
金)の認識時点や、資産又は負債の額に相違がみられるのが一般的である。 
  このため、税効果会計を適用しない場合には、課税所得を基礎とした法人税等
の額が費用として計上され、法人税等を控除する前の企業会計上の利益と課税所
得とに差異があるときは、法人税等の額が法人税等を控除する前の当期純利益と
期間的に対応せず、また、将来の法人税等の支払額に対する影響が表示されない
ことになる。 
  このような観点から、『財務諸表』の作成上、税効果会計を全面的に適用する
ことが必要と考える。 
 税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書（企業会計審議会[1998]） 
 
 
 
 
                                                   
3 米国基準では SFAS 第 109号(1992 年)、国際会計基準では IAS 第 12号(1996 年) 
4 「銀行法第 14条の 2 に定める自己資本比率の基準を定める件」（平成 5 年 3 月 31日付
大蔵省告示第 55号） 
 6 
第 3 項 繰延税金資産 
 既述の税効果会計を適用した場合、会計上で支払税額を調整することになるが、調整部
分については、法人税等の見越し・繰延べに対応する資産および負債を認識する会計処理
必要となる。この繰延べの会計処理を行う場合は資産が認識され、逆に見越しを行う場合
には負債が認識されることになる。前者を繰延税金資産、後者を繰延税金負債と呼んでお
り、本稿では、そのうち繰延税金資産にかかる会計処理の問題を扱うことになる。 
 
 
第 2 節 繰延税金資産の回収可能性評価の必要性とその判断規定 
第 1 項 繰延税金資産の貸借対照表能力 
 税効果会計を導入するにあたって論点となっていたことが、繰延税金にかかる資産およ
び負債についての貸借対照表能力である。これは繰延税金資産・負債が貸借対照表に計上
されるべき項目であるのか否かという、資産・負債の意義に関する問題である。前述のと
おり税効果を適用した場合、その調整によって資産負債を認識する会計処理が要求される。
しかしながら、繰延税金に関する資産・負債が貸借対照表で報告されるべき財政状態を示
す項目なのかどうかが議論されてきた。わが国において、税効果会計基準の導入当時は、
概念フレームワークが公表される前であったから、資産や負債の統一的な概念の整理は不
十分であった。当時は、企業会計原則のほか旧商法や旧証券取引法の規定・容認された項
目が貸借対照表に計上されたに過ぎず、一般的に資産・負債の概念が議論されていた状態
ではなかったようである
56
。足田・弥永[1997]は、税効果会計導入前の当時において、繰
延税金資産の資産性を次のような視点から説明している。旧商法、旧証券取引法では、前
払費用やのれんのように、売却・換金可能性がないものについても資産性を認めており、
更に繰延資産については処分可能性がなく既に費消された役務であっても、役務の効果が
将来にわたって発現することが期待されるものは、（限定列挙に止まるが）貸借対照表項
                                                   
5
 足田・弥永[1997]99 頁 
6
 足田・弥永[1997]は、旧商法や旧証券取引法資産で認めている資産要件は以下の 3 つと総括
している。 
① 過去の取引または事象の結果として、貸借対照表上の記載日時点で会社の支配下にあ
り（会社が処分または排除的な使用収益権を有していること） 
  ② 将来において経済的便益・サービスをもたらす蓋然性が高いものであり、換金性を必
ずしも必要としない。 
③ ただし、貨幣的に評価可能であり理論的な裏付けを有する評価法の１つによってその
評価が明確に行いうるものであることが資産として認識するためには必要である。 
 7 
目として認めてきた。翻って繰延税金資産をみると、換金可能性や一般的な法的権利に当
たらない点は指摘されるが、①前払費用同様に国や地方自治体からの公共サービスを受け
られる対価と考えられることや、②利益に対する課税額を減少させるという将来の経済的
便益によって資本の流出を防ぐ効果を有すること、③その効果の蓋然性は少なくとも繰延
資産よりは高いと考えられること、が確認できる。それ故、これまでの会計基礎概念や会
計慣行で認めてきた資産とも共通する性質が多く、繰延資産よりも資産性が認められやす
いことから、繰延税金資産の資産計上を認める必要があると考え、この貸借対照表能力を
認めるべきと説明している
7
。 
 
第 2 項 繰延税金資産の回収可能性評価の必要性 
 このように繰延税金資産は貸借対照表能力を有すると考えられているのであるが、他の
資産同様、将来の経済的便益の流出を防ぐ蓋然性が低いと判断される部分については、貸
借対照表対照表上に計上されるべきではない。そのために、繰延税金資産の回収可能性を
評価・見積りの会計処理が必要となる。それを踏まえ「税効果会計に係る会計基準」は、
「一時差異の解消期間に予測される諸状況により、税効果が存在しないと予測される場合
には、その一時差異にかかる税効果は認識されず、その回収可能性はないものとして、繰
延税金資産は計上してはならない
8
」との規定が設けられている。 
また、その後の状況の変化によりその回収可能性に変動が生じた場合には、それに見合
った貸借対照表価額が表示されるように、繰延税金資産は毎期回収可能性を検討すること
が必要となる。そのため、税効果会計に係る基準は、繰延税金資産の計上について「繰延
税金資産については、将来の回収の見込みについて毎期見直しを行わなければならない
9
」
との規定が加えられている。 
  
第 3 項 わが国の繰延税金資産の回収可能性評価の会計処理（監査委員会報告第 66 号） 
前述のとおり、会計基準では、繰延税金資産の回収可能性がない部分の控除と、回収の見
積りの見直しを要請しているが、わが国では、その実務上の取扱いの指針として、監査委
員会報告第 66号が機能している。一応、本報告の規定は公認会計士監査の枠組みに対し
                                                   
7
 足田・弥永[1997]25-31 頁 
8 「税効果会計に係る会計基準」第二 二-１ 
9 「税効果会計に係る会計基準」第二 二-１ 
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て規定するものであるから、企業側で回収可能性に関する合理的な考え方や反証があれば
その合理的な根拠に従って見積もりを行うことは可能である。しかし、実際には、将来の
課税所得の見積りについて確証的な裏づけを持つことは困難である。それ故、わが国では、
繰延税金資産の回収可能性評価の実務では、本報告に従うところが大きい。 
  同報告は 1999 年に公表されたものだが、税効果会計基準の導入で繰延税金資産の回収
可能性の判断を行ううえで、実務上の取扱いについて多数の質問が寄せられたことから、
日本会計士協会が監査上の取扱いおよび留意事項を取り纏めて公表したものである。本報
告の意義は、統一的な繰延税金資産の評価手法を示すと共に、将来発生課税所得の考慮に
おいては、各企業の将来の会社の収益力（課税所得の十分性）について、過去の業績等に
応じて会社を 5段階に区分し、その区分毎に相応の将来年度の課税所得の見積可能期間を
限定するという規定を設けたことである。 
 同報告における、回収可能性評価手法では、①スケジューリングと②タックスプランニ
ングの考慮を指示している。 
 
① スケジューリング 
スケジューリングとは、将来の複数の会計期間における税効果および課税所得につ
いての予測を行うことである。その目的は、繰延税金資産を生み出す将来減算一時差
異に対して、これを解消する効果をもつ項目を時系列に流列し、十分な解消が図れな
いのであれば回収可能性がないと判断するアプローチが提供できることである。 
スケジューリングの具体的な手順としては、はじめに各同年度における将来減算一
時差異と将来加算一時差異同士を相殺する。続いて、相殺しきれなかった将来減算一
時差異の残高があるときは、繰越欠損金等の税務上の課税調整項目の発生・解消加減
する。これは、繰延税金資産の増減に関する効果としては、繰越欠損金の発生は将来
減算一時差異の増加と、解消は将来減算一時差異の減少と同様の影響をもたらすため
である。ここまでのスケジューリングは、企業が採用する会計方針や既に発生してい
る繰越欠損金の経過期間等の比較的入手が容易で客観的な情報に基づいて実施するこ
とができる。 
   次に、ここまでの集計残高から、将来の課税所得発生見込額を相殺項目に加える。
この将来発生課税所得の予測数値は、企業が作成した中・長期の経営計画の業績数値
などを考慮して、この項目に用いられる。しかしながら、将来発生する課税所得の予
 9 
測、すなわち将来のその会社の収益力を判断することはそもそも難しく、もし経営計
画などの情報が得られても、その計画数値自体が妥当であるかの判断が難しいと言わ
れている
10
。 
 
② タックスプランニング 
   タックスプランニングとは、主として税務上戦略の目的のためだけに、（含み益の
ある）資産を売却することで、意図的に課税所得を発生させるための計画を言う。前
述のスケジューリングにおいて考慮される課税所得が、企業が作成した中長期の経営
計画の業績数値や過去から足許の業績実績から見込まれる「経常的な業績」に着目し
ているのに対し、このタックスプランニングは、臨時的な資産売却によって追加的な
課税所得を生じさせるための行為が対象となる。例えば、中長期保有の予定であった
有価証券を近日中に処分して売却益を上げるというような計画がタックスプランニン
グに当たる。 
 
③ 会社分類による見積可能期間の制限 
   監査委員会報告第 66号では、会社の収益性に応じて一時差異等のスケジューリン
グ期間の範囲に制限を設けている。これは、より長く見積可能期間を許容すればそれ
だけ、繰延税金資産の評価額が過大に計算されることを回避するための措置である。
前述のスケジューリングにおいては将来の課税所得の発生予測を加味することが指示
されているが、一般的に将来減算一時差異の解消には、将来発生課税所得に拠る部分
が大きい。それにもかかわらず、課税所得発生の可能性の程度が無視されては、企業
間の繰延税金資産の回収可能性の比較が損なわれる。この問題を解消するために、監
査委員会報告第 66号では、過去の業績や課税所得の発生状況によって会社分類を設
け、その分類に応じた見積可能期間の制限を当てはめることとしている。これは、わ
が国の繰延税金資産の回収可能性評価の規定である監査委員会報告第 66号の特徴と
なっている。 
この見積可能期間の制限にかかる取扱いは、過去の企業の課税所得の計上実績に応じ
て会社を 5 つ分類区分に会社を選別し、その会社分類毎に設定した課税所得の見積可
能期間に応じたスケジューリングしか行えないと規定している。具体的な見積可能期
                                                   
10 監査委員会報告第 66号 5 項 
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間の規定は、第 1分類の会社は繰延税金資産の全額が回収可能と認められるのに対し、
第 2分類の会社では見積可能期間についての制限はないが、スケジューリングによっ
て相殺可能な範囲に回収可能性を限定すること、第 3分類の会社はおおむね 5 年以内、
第 4分類の会社は 1 年以内（但し書き11に該当する場合はおおむね 5 年以内）、第 5
分類の会社は課税所得の予測を認めない、という取扱いとなっている。（会社分類の
概要とその取扱いは、表 1 を参照） 
 
                                                   
11 重要な税務上の繰越欠損金や過去の経常的ｎ利益水準を大きく上回る将来減算一時差異が、
例えば事業のリストラクチャリングや法令等の改正による非経常的な特別な原因により発生
したものであり、それを除けば課税所得を毎期計上している会社に該当する場合。 
 11 
例 示
区分 
(5.⑴） 
例示区分の概要 
スケジューリング可
能な将来減算一時
差異の回収可能性
の判断 
スケジューリング
不能な将来減算
一時差異 
将来解消見込年
度が長期にわたる
将来減算一時差
異（５．⑵） 
タックスプランニングによる課税所得の発生見込額
を、将来の課税所得の見積額に織り込むことができる
か。(６．) 
① 
期末における将来減算一時差異を十分
に上回る課税所得を毎期（当期及びおお
むね過去3年以上）計上している会社等。 
回収可能性あり。 回収可能性あり。 回収可能性あり。 
将来の課税所得の見積額にタックスプランニング
を織り込む必要なし。 
② 
業績は安定しているが、期末における将
来減算一時差異を十分に上回るほどの
課税所得がない会社等。 
回収可能性あり。 回収可能性なし。 回収可能性あり。 
以下の 2要件を満たす場合に可能。 
(ア)資産売却等が事業計画や方針で明確で、かつ、
経済的合理性があり実行可能である場合。 
(イ)売却資産の含み益等に係る金額が妥当な場合。 
③ 
業績が不安定であり、期末における将来
減算一時差異を十分に上回るほどの課
税所得がない会社等。（過去の経常的な
損益が大きく増減しているような会社
等。） 
回収可能性あり。 
ただし、将来の合
理的な見積可能期
間(おおむね 5 年)
内の課税所得の見
積額が限度。 
回収可能性なし。 回収可能性あり。 
以下の 2要件を満たす場合に可能。 
(ア)合理的な見積可能期間内に、資産売却等が事業
計画や方針で明確で、かつ、経済的合理性があり実
行可能である場合。 
(イ)売却資産の含み益等に係る金額が妥当な場合。 
④ 
(本則) 
 
期末において重要な税務上の繰越欠損
金が存在する会社や、過去の経常的な利
益水準を大きく上回る将来減算一時差
異が期末に存在する会社等。 
回収可能性あり。 
ただし、翌期に確
実に見込まれる課
税所得の範囲が限
度。 
回収可能性なし。 
回収可能性あり。 
ただし、翌期の解
消額のみ。 
以下の 2要件を満たす場合に可能。 
(ア)売却等に係る意思決定が、取締役会の承認等に
よる決裁又は契約等で明確で、確実に実行される場
合。 
(イ)売却資産の含み益等に係る金額が妥当な場合。 
④ 
(但し書) 
ただし、重要な税務上の繰越欠損金や過
去の経常的な利益水準を大きく上回る
将来減算一時差異が、非経常的な特別の
原因により発生したものであり、それを
除けば課税所得を毎期計上している会
社。 
回収可能性あり。 
ただし、将来の合
理的な見積可能期
間(おおむね 5 年)
内の課税所得の見
積額が限度。 
回収可能性なし。 回収可能性あり。 
以下の 2要件を満たす場合に可能。 
(ア)合理的な見積可能期間内に、資産売却等が事業
計画や方針で明確で、かつ、経済的合理性があり実
行可能である場合。 
(イ)売却資産の含み益等に係る金額が妥当な場合。 
⑤ 
過去(おおむね3年以上)連続して重要な
税務上の欠損金を計上している会社で、
かつ、当期も重要な税務上の欠損金の計
上が見込まれる会社等 
回収可能性なし。 回収可能性なし。 回収可能性なし。 
原則不可。ただし、税務上の繰越欠損金を十分に上
回るほどの資産の含み益等を有しており、かつ、④
(本則)の要件を満たしている場合は、可能。 
表１ 監査委員会報告第 66 号による会社区分別の取扱い 
1
1
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第 4 項 回収可能性評価差額の損益計算上の取扱い 
 前項までに、貸借対照表に表示可能な繰延税金資産の回収可能部分の評価方法および回収可
能の判断基準が規定されていることを示してきた。それらに基づく同資産の評価額算定の結果、
回収可能を超える部分は、資産計上額を引き下げるための会計処理が行われるが、この資産計
上額の控除に対応する損益会計の勘定として何を充てるかが問題となる。 
 これについて、現行の会計処理では、税効果に関する損益計算書上の科目である法人税等調
整額に、当該資産控除額も含めることとなっている（個別財務諸表における税効果に関する実
務指針第 10 号 23 項にて明記されている）。 
 
   （例） 繰延税金資産を▲100 評価減する場合の会計処理 
法人税等調整額 100 繰延税金資産 100 
 
この会計処理は、評価差額を法人税等調整額に加減することを示しているのだが、これを損
益計算上の意味において考えると、純利益の計算の中にこの評価額を含めていることになる。
すなわち、現行規定では、当該評価額の発生およびその変動が、即時に純利益に反映されるこ
とを認めている取扱いであると解せよう。 
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第 3 節 海外における会計処理 
 第 2 節では、繰延税金資産の回収可能性の判断について、監査委員会報告第 66 号の規定の
内容を概説したところである。当報告書は日本公認会計士協会が策定・公表しているものであ
るが、当然ながら、税効果会計の導入を先行していた海外各国の取扱いも参考にしたと思われ
る。 
 本節では、世界的に主要な会計基準の地位にある、米国基準および国際会計基準では、どの
ように繰延税金資産の回収可能性評価を規定しているのか概説することとする。 
 
第 1 項 米国における取扱い 
 米国では、FIN48 号及び FAS109 号の会計実務の規定によって繰延税金資産の回収可能性
の評価が規定されている。本規定においても、繰延税金資産の回収可能性は、スケジューリン
グとタックスプランニングの手続によって見積もられるという取扱いは、わが国同様である。 
 一方、わが国との違いは、米国では、繰越欠損金の有効期間が 20 年認められること、そし
て日本のような会社分類による制限は設けず、会社ごとで過去の業績および将来発生課税所得
の合理性から、見積可能期間が異なり、回収可能性が判断できる扱いとなっていることである。 
 
第 2 項 国際会計基準における取扱い 
国際会計基準では、IAS12 号（法人所得税）で税効果および繰延税金資産の回収可能性に関
して規定されている。国際会計基準においても、繰延税金資産の回収可能性は、スケジューリ
ングとタックスプランニングの手続きによって見積もられる点は、日本・米国同様である。 
 わが国との違いは、米国基準との差異同様、日本のような会社分類による制限は設けておら
ず、会社ごと独自に過去の業績および将来発生課税所得、見積可能期間を合理的に算定して、
回収可能性を判断できる扱いとなっていることである。ただし、現行の IAS12 号では繰延税
金資産の計上にあたっては、「実現可能性が高い（probable）」部分について限定する、とい
う蓋然性に関する制約条件を設けている
12
。 
                                                   
12 IAS 12-24/34 号。しかしながら、実務上では、この蓋然性の判断について、「起こるよりも起
こらない可能性が高い（more likely than not）」程度の蓋然性があれば回収可能性を認めており、
この取扱いが既に定着しているようである。それ故、IAS12号の改定にあたって、この蓋然性に関
する文言を「起こるよりも起こらない可能性が高い（more likely than not）」に修正することが提
言されている。 
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表２ 税効果会計および繰延税金資産の回収可能性評価の規定に関する各国基準の比較 
  
国際会計基準 米国基準 日本基準 
 
 
 
 
 
繰延税金資産の
回収可能性の判断 
（IAS12para.24, 27-29） 
○ 繰延税金資産は、将来減算一時
差異を利用できる課税所得が生ず
る可能性が高い(probable)範囲内で
認識しなければならないなお、 評
価性引当金を計上する 2 段階アプロ
ーチは採用されておらず、繰延税金
資産を回収可能性があると認めら
れる金額で直接計上する。 
― 以下について考慮 
・収益力に基づく課税所得の十分性 
・タックスプランニングの存在 
・将来加算一時差異の十分性 
○ なお回収可能性の判断にあたり、
一定のガイダンスが提供されて
いる（ただし、日本基準のように
会社区分や数値基準は示されて
いない）。 
(FIN48,FAS109/ ASC740) 
○ FIN48 及び FAS109 は、認識と
測定を分離する 2 段階プロセスを
要求。 
○ 税務上の還付・軽減効果の技術上
の判断基準として、「50%超の可
能性」(more likely than not)を設
けている。 
○ 認識される税務上の恩恵は、税務
当局との最終合意時に 50%超の可
能性で実現する税務上の恩恵（還
付・軽減）の最大額に基づいて決
定される。 
 なお、上記の場合、計上した繰
延税金資産が、税務調査時に税務
当局によって否認される可能性は
除外される。 
(個別実務指針 21、監査委員会報告第
66 号) 
○ 将来減算一時差異に係る繰延税
金資産から控除する金額（評価性引
当額アプローチを採用）の決定にあ
たっては、下記を考慮のうえ、当該
資産の回収可能性について十分に
検討し、慎重に決定する。 
 ― 以下について考慮が必要 
・ 収益力に基づく課税所得の十
分性 
・ タックスプランニングの存在 
・ 将来加算一時差異の十分性 
○ なお、回収可能性の判断にあたり、
会社区分ごとに数値基準を含めた
詳細な取扱いが示されている。 
 
 
1
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国際会計基準 米国基準 日本基準 
○ 連結上の未実現利益の消去に係
る繰延税金資産の回収可能性につ
いて、日本基準のような例外規定
がないため、原則どおり回収可能
性の検討が必要。 
(連結実務指針 16) 
○ 連結上の未実現利益の消去に係る
繰延税金資産の回収可能性につい
て、個別税効果実務指針 21 の判断要
件は適用しない（回収可能性の検討
は不要）。 
  
 
未実現利益の 
消去に係る税効果 
（IAS12.47) 
○ 日本基準のような例外規定 は
なく、原則どおり一時差異が発生し
ている資産を有する企業（売却先)
の税率を使用して計算する。 
(FAS109, ARB51/ ASC740, 810） 
○ 連結グループ内の資産譲渡から生
じる利益に対して税金を支払った場
合、当該税金を繰り延べる。在庫な
どのグループ内移転の税効果は、繰
延が要求され、在庫が第三者へ売却
されたときに認識される。 
（連結実務指針 13,14） 
○ グループ内未実現利益に関する繰
延税金資産又は負債の計上額は、売
却元において当該未実現利益に対し
て売却年度の課税所得に適用され
た、法定実効税率を使用して計算す
る。 
 
当期税金と繰延
税金の分配 
 
（IAS12.58, 61A） 
○ 当期税金及び繰延税金は、以下
のいずれかに該当する場合を除
き、収益又は費用として認識し、
当期損益に含めなければならな
（FAS109/ASC740） 
○ 当期発生した法人税等 の費用や
恩恵は、以下の 4 つに分配される。 
・ 継続事業損益項目 
・ 非継続事業損益項目 
 
○ 当期税金は、当期の損益に含めな
ければならない。 
○ しかし、直接純資産の部に計上さ
1
5
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国際会計基準 米国基準 日本基準 
 
 
 
当期税金と繰延
税金の分配 
 
 
い。 
・ その税金がその他包括利益又は
直接資本の部に認識される取引
又は事象から生じる場合 
・ その税金が企業結合から生じる
場合 
○ その他包括利益又は資本の部に
直接貸方計上又は借方計上される
項目に関わる税金である場合、前
期以前又は当期に発生したかを問
わず、当期税金も繰延税金も、そ
の他包括利益又は直接資本の部に
貸方計上ないし、借方計上しなけ
ればならない。 
・ 異常項目 
・ その他包括利益項目 
 
○  なお、繰延税金資産及び負債の変
動は、資本の部に直接計上される項
目に関連する税効果を除き、当期損
益計算書で認識される。 
れる項目（その他有価証券評価差額
金等）に関する税効果は、損益では
なく、純資産の部に含めて計上する。 
財政状態計算書 
（貸借対照表）に 
おける繰延税金
資産・負債の分類 
（IAS1.56） 
○ 繰延税金資産又は繰延税金負債
を流動資産又は流動負債として分
類してはならない（非流動項目と
される）。 
（FAS109/ASC740） 
○ 貸借対照表上、繰延税金資産及び
繰延税金負債は、関連する資産、
負債の分類に基づき、流動、固定
に区分しななければならない。 
（個別実務指針 30） 
○ 繰延税金資産及び繰延税金負債
は、流動項目及び固定項目に分けて
表示する。 
 
1
6
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国際会計基準 米国基準 日本基準 
  
包括利益計算書
（損益計算書）に
おける表示 
（IAS12.6, 77） 
○ 経常的活動からの損益に関する
当期税金と繰延税金は、税金費用
として一括して包括利益計算書(損
益計算書)本体に記載する。ただし、
注記でそれぞれの金額を開示す
る。 
（FAS109/ASC740） 
○ 継続事業活動に分配された法人
税等の金額及びその他の項目に個
別に分配された金額はこれらの項
目が表示される各年度について開
示されなければならない。 
（財務諸表等規則第 95条の 5） 
○ 法人税、住民税及び事業税と法人
税等調整額は、別掲で損益計算書
本体に記載される。 
繰延税金資産・負
債の相殺 
（IAS12.74, 76） 
○ 同じ納税企業体だけでな く、
非常に稀なケースに限られるが、
一定の要件を満たす場合には、異
なる納税主体間の繰延税金資産と
負債を相殺する。 
※ 日本基準では、繰延税金資産と負
債を流動・固定分類し、それぞれの範
囲内でのみ相殺を行うが、IFRS では
全額が非流動項目に分類されるため、
日本基準のような流動・固定ごとの相
殺範囲の制約がない点でも異なる。 
（FAS109/ASC740） 
○ 企業は、その企業内の異なる納税事
業単位、又は異なる税務行政区に帰
属する繰延税金資産と同負債とを
相殺してはならない。 
○ したがって同じ税務行政区の繰延
税金資産と繰延税金負債であるなら
ば、これらを相殺する。また、流動
項目に分類された繰延税金資産・負
債は固定項目に分類された繰延税金
資産・負債と相殺できない。 
（連結実務指針 42） 
○ 連結上、同一納税主体に係る税金
についてのみ、流動項目に分類され
る繰延税金資産と負債及び固定項目
に分類される繰延税金資産と負債
は、それぞれ相殺する。 
1
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第 2 章 純利益に対する概念 
前章において、現行規定では、繰延税金資産の回収可能性評価差額の損益上の取扱いは、
全額を一時に純利益に算入することになっていることを確認した。しかしながら、この評
価の影響を純利益へ反映させるということは、純利益が包含する意味合いに適っているか
否かという検討が考慮されているべきである。 
しかしながら、この評価差額を即時に損益認識するということは自明ことなのであろうか、
これが純利益としての性格を有しているのかという点についてことさら分析・言及するよ
うな先行研究はそれほど行われてこなかった。 
 本章では、繰延税金資産の回収可能性差額の純利益性を考慮する前段階として、そもそ
も純利益とはどのような概念であるのか、という一般的な考え方について確認する。 
 
第 1 節 伝統的な純利益の概念 
第１項 伝統的な実現概念と実現概念の拡張 
純利益を集計するにあたって、収益・費用をそれぞれ測定し、その差し引きによって導
かれてくるものである。伝統的に収益については実現概念、費用については発生概念が、
会計上の認識要件として適用されてきた。ここで、「実現とは何か」という見解について
歴史的に議論が積み重ねられてきた。実現概念の古典的な要件としては、「取引の完了」
に加え取引の結果にとなって得られる「受取資産の流動性」に着目していた
13
。しかしな
がら、時代の変遷ともに、信用取引が拡充された実務取引の状況や、より早い情報提供を
求める市場の要請から、収益認識の時点を前倒す動きが台頭した。その結果、実現概念は、
受領する対価に着目した要件ではなく、「収益として認識してもよい事象」と抽象的な概
念へと考え方が変遷していった
14
。 
 わが国では、企業会計原則で、収益の認識は「商品の販売や役務の提供」という取引完
了要件に加え、「実現したものに限る」と実現概念の適用を要求している
15
。ここでいう
実現概念とは何かと考えたとき、古典的に「流動的資産との交換」という条件に着目する
狭義の解釈も可能であるが、前述の「収益として認識してもよい事象」という抽象的な概
                                                   
13 アメリカ会計士協会の証券取引特別委員会の書簡（1932 年） 
14 斎藤[2006] 147 頁 
15 企業会計原則 第二 三-B 
 19 
念の拡張を行ったものと考えることが可能であろう。それは、企業会計原則の第二 三-B
の後段の記述に、長期の未完成工事にかかる収益の認識を容認する規定が置かれているこ
とである。単なる狭義の実現概念の例外規定に過ぎないかもしれないが、対価の流動性に
囚われずとも収益として認識すべき状況があり得ることを認めていたのは事実である。そ
れ故、わが国において、実現概念の抽象的な概念への移行はある程度進んでいたといえよ
う
16
。 
 
第 2 項 対応概念による費用の認識とその他の費用・損失の認識 
 企業会計原則では、「経営成績を明らかにする」ために認識した収益に対応する費用を
計上することを要請している。つまり、費用は、収益と関連させて、その発生した期間に
正しく割当てられるように処理することを求めている
17
。このように費用の計上にあたっ
て、収益との関連性によって把握する考え方を対応概念と呼んでいる。 
 また、収益獲得に貢献させた努力を費用と捉えるが、収益獲得機会に貢献せず、資産か
ら生ずるべき効用の喪失が確認されたり、経常的な企業活動とは無関係に資本が流出して
しまった場合は、これを損失として、期間損益として認識されている。 
更に、会計期末時点で法的な支払義務や履行義務を負っているわけではないが、将来の
支出する可能性が高く、その原因が当該会計期間に起因するものと判断される場合には、
当期の負担を引当金繰入額として計上することが要請されてきた
18
。 
 
第 3 項 伝統的な純利益観 
 集計計算された損益は、企業の経営成績を示す情報として一般的に理解されている。伝
統的に財務諸表で示される損益は、企業活動の性格に照らして、営業利益や経常利益等の
                                                   
16 米国のフレームワークでは、実現概念を広義的に捉える仕組みも認めている。この考え方は、
「実現可能概念」と呼ばれることが多い。この実現可能概念は「収益および利得は、取得もし
くは所有している資産が容易に既知の現金額または現金請求権に転換される時点で実現可能
となる。容易に転換可能な資産は、価格に著しい影響を及ぼすことなく、当該企業が所有して
いる資産を即時に吸収できる活発な市場において入手可能な（ⅰ）互換可能（大体可能）単位
および（ⅱ）公定相場価格をもっている」（SFAC,No5 para83a）と説明されている。 
17 企業会計原則 第二 一-A 
18
 企業会計原則注解 18「将来の特定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の事象に
起因し、発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、当期
の負担に属する金額を当期の費用又は損失として引当金に繰入れ、当該引当金の残高を貸借対
照表の負債の部又は資産の部に記載するものとする。」 
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段階利益が示されるほか、非経常的な損益と法人所得税の控除を加味した純利益も示され
ている。 
この純利益までを示すためには、上記の収益・費用の集計計算が行われる。すなわち、
実現概念に基づく収益から、その収益獲得に対応されると考えられる費用、引当金繰入額
を含むその他の費用・損失を控除して、会計報告期間の企業業績を「純利益」が構築され
ているのである。 
このように純利益は、収益・費用等で構成されたものである。収益・費用についての概
念は前述のとおりであるが、それらを集計した純利益とはどのように捉えられてきたので
あろうか。 
かつて、わが国の損益報告では、毎期経常的に生ずる損益のみを計上しようという「当
期業績主義」が採られていた。これは、損益計算書における利益を企業の正常な収益力に
求め、企業の正常な営業活動に伴い毎期反復的に生ずる費用及び収益のみを損益計算書に
示そうとするものである。しかし、不確実性下の経済環境で異常な損益の重要性の高まり
や、正常性に関する恣意性を排除するという観点から、正常的または経常的な損益に臨時
損益及び前期損益修正項目を含めたすべての費用及び収益を損益計算書に収容しようとす
る「包括主義」の採用に変わっている
19
。このことから、純利益は、会計期間内に生じた
全ての損益を網羅した企業活動全般の業績を示す情報と考えられている。 
 次に、純利益は、会計期間における投資の回収余剰を意味するとも言われる。獲得した
収益から、会計期間に関連する費用・損失を控除して得られる純利益は、会計期間内で投
下された資本の回収余剰に他ならない。それ故、純利益を、会社の自由な処分が認められ
る処分可能資本の獲得とも捉えられている。これは、債権者との利害調整に適った概念で
ある。本来回収が優先されるべき債権者よりも先んじて投資家に回収余剰部分が支払われ
るとしても、貸付実行時点の資本が企業内に維持されているのであれば、実行時点と比べ
て債権者の利害を損なうわけでないから、彼らの理解が得られるからである。よって、純
利益は回収余剰の考え方とともに債権者との利害調整機能を果たす概念性も備えてきた。 
 
 
                                                   
19
 企業会計原則第二 一「一会計期間に属するすべての収益とこれに対応するすべての費用と
を記載して経常利益を表示し、これに特別損益に属する項目を加減して……」の記述を、包括
主義の採用と解している。 
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第 2 節 概念フレームワークにおける純利益 
第 1 項 概念フレームワークと純利益の定義 
 わが国の財務諸表おいて、伝統的に純利益の開示が行われてきているわけであるが、そ
の純利益の意義については『企業会計原則』の諸原則とその集計方法の記載によって解釈
してきた。 
しかしながら、財務諸表の会計基準を演繹的に構築する必要性や、海外からのわが国の会
計基準の理解を得る上でも、企業会計にかかる明文化された概念フレームワークの存在が
要請されてきた
20
。その中で、わが国においても、2004年 7月の初めの討議資料の作成と、
それらに対する内外のコメント参照を経て、2006年 12月において現段階の討議資料21「概
念フレームワーク」の公開に至っている。 
わが国の概念フレームワークについて、国際的なフレームワークと比べて特徴的な点が、
財務諸表の構成要素の定義の中で、純利益について積極的な定義を与えていることである
22
。これは、わが国では、純利益について企業価値との関係で安定的な関係性をもつと予
想されることが過去から現在にかけて継続的に観察されてきたことから、純利益について、
独立の位置づけを与えているということである。 
純利益の定義については、概念フレームワークでは以下のとおりに記述されている。 
「3 章 財務諸表の構成要素」9項 
純利益とは、特定期間の期末までに生じた純資産の変動額（報告主体の所有者で
ある株主、子会社の少数株主、及び前項にいうオプションの所有者との直接的な取
引による部分を除く。）のうち、その期間中にリスクから解放された投資の成果で
あって、報告主体の所有者に帰属する部分をいう。純利益は、純資産のうちもっぱ
ら株主資本だけを増減させる。 
ここで、純利益の定義で着目すべきことは、「リスクから解放された
．．．．．．．．．．
投資の成果」とい
う、認識された純資産の変動額のうち、成果と捉えるための限定条件を設けていることで
ある。つまり、純利益として集計される成果は、たとえ貸借対照表の構成要素の変動が生
じて純資産が変動するとしても、それがリスクから解放されているのか否かという点に照
                                                   
20 斎藤[2005]2 項 
21 わが国の概念フレームワークは、現時点で討議資料の段階にとどまっている。これは、IASB
と FASB が共同の概念フレームワークの再検討を進める中で、公式基準としてわが国の主張を
強調することを避けたいとの意向があるためと言われる（斎藤[2005]3 項） 
22 なお、米国の概念書（SFAC,No5）でも、財務諸表の業績指標として、包括利益と並存させ
るかたちで、純利益に類似した利益（earnings）も定義している。 
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らして成果を計るということである。この純利益の制約概念は「投資のリスクからの解放」
概念と呼ばれている。 
この「投資のリスクからの解放」概念とは、伝統的な認識要件として用いられてきた実現
概念に近いものとも考えられるが、幾分差異があることに注意を要する。実現概念では、
「取引の完了」や「流動性の高い対価の受領」といった行為の存在が確認されることに着
目してきた。一方で、「投資のリスクからの解放」概念では、各投資の事前の期待に照ら
して、適切な認識時点を捉えようとするものである。 
 
第 2 項 投資のリスクからの解放概念と投資の目的 
概念フレームワークで言う、投資のリスクからの解放概念においては、投資の成果を測る
には、投資に関する期待に対してどれだけ実際の成果が得られたのか、資金投下した投資
がどれだけ成功あるいは失敗したかを捉える必要があると考えている
23
。つまり、投資の
成果は投資に関する事前の期待に対比される事実で測られるものであるということである。 
この期待に対比される事実としての投資の成果を測る適切な時点を捉える必要があるが、
これが投資の期待がリスクから解放されたとき、とするのである。この投資の事前の期待
に着目する投資リスクからの解放概念は、投資の形態や資産の外形で成果を捉えるのでは
なく、投資の目的つまり企業・経営者の意図に着目するというものである。 
 
第 3 項 概念フレームワークを踏まえた現在の純利益観 
 前述のとおり、概念フレームワークは、わが国の企業会計に関する諸概念について整理・
統合した解釈を提示しているという意義をもっている。つまり、概念フレームワークで示
されている考え方というのが、現在の企業会計において一般的に定着している考え方であ
ると解することができるだろう。 
 よって、本稿では、この概念フレームワークで示されている純利益の記述が、現在の企
業会計で共有された純利益への考え方であると考える。 
 ここで、概念フレームワークにおける純利益の概念をまとめると、投資に対する事前の
期待が対比されるべき事実と比較して実際にどれだけの成果を獲得したのか、という「投
資のリスクからの解放」という要件が確認されたものが純利益されているのである。よっ
て、我が国における純利益の捉え方は、純資産の変動をもたらす会計事象のうち、経営目
                                                   
23 斎藤[2006]161頁 
 23 
的に基づいた事前の期待に対する成果の集合を純利益と捉えていると解せよう。 
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第 3 章 繰延税金資産の回収可能性評価差額の純利益性 
 第１章において、現行の繰延税金資産の回収可能性評価差額が法人税等調整額に含める
という規定から、純利益の計算においてもその影響が反映されている現状を示した。また、
第 2 章では、純利益という財務情報の概念がどのようなものであるか説明してきた。これ
らを踏まえると、現行の繰延税金資産の評価差額の損益上の取扱いが妥当だとすれば、同
評価差額は、一般的な純利益の概念によって説明できるはずである。 
だが、この点の関する研究というのは過去にあまり取り扱われてこず、同評価差額の変
動が純利益計算に含めるべきという明示的な論拠説明は見受けられない。それは、税効果
による支払税額の調整も、繰延税金資産の回収可能性評価も同じ税効果会計の世界の話だ
から、両者は税効果に関する損益としてひと括りすることに、それほど違和感を持たれな
かったからかもしれない。しかしながら、そもそもの税効果による支払税額の調整のため
の損益項目と、繰延税金資産の回収可能性の評価額とは、そもそも損益の性質が異なるよ
うに思える。 
本章では、まず、本来の税効果会計の目的である支払税額の調整額と繰延税金資産の回収
可能性評価差額の、損益上の意味合いが同じと言えるのかを確認し、続いて、損益上の意
味合いが別のものと捉える必要がある場合であったとしても、回収可能性評価差額自体は
即時に純利益計算に反映されるべきものなのか否かを検討することとしたい。 
 
第 1 節 繰延税金資産の回収可能性評価差額の損益上の意味合い 
第１項 法人税等調整額に含まれる 2 つの損益情報 
 税効果会計による支払税額の調整とは、税効果の本来の目的である税引前純利益と税引
後純利益が対応するように、税務上計算された法人税所得税の金額を調整することである。
会計期間に対応したこの支払税額を求めるために、損益項目である法人税等の金額を加減
するのが法人税等調整額勘定の本来の意味合いである。しかしながら、現行の会計では、
繰延税金資産の回収可能性評価に関する差額までもが、この法人税等調整額に含めること
になっている。 
 法人税等調整額は、損益計算書における損益計算の一項目であるが、ここで、法人税等
の調整を目的とする金額と、繰延税金資産の回収可能性に係るものとが、同種の損益とし
て扱われていることの是非について考える余地はありそうである。 
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第 2 項 支払税額の調整を目的とする金額の純利益性 
 まず、支払税額の調整を目的とした法人税等調整額について考えてみたい。 
そもそも、税効果会計では、法人所得税とは企業が事業を営むうえでの費用であると解す
る「費用説」の立場をとっている。これは、企業会計が誰の立場に立って捉えるべきかと
いう会計主体論のうち資本主理論または企業主体論の立場に立って法人所得税を解釈する
ものである。資本主理論では「利益とは、企業の所有者たる資本主の富の増加」と考え、
企業主体論では「利益とは最終的に企業に残余する留保利益、すなわち債権者や資本主を
含めた利害関係者への全ての支払を控除した残余部分」と考えるため、国や地公体に支払
う税金は、利益を減額する費用と解するのである
24
。そして、法人所得税の意味合いを考
えてみれば、企業は、国や地公体から何らかの公共サービスの提供を受けながら事業活動
を営んでいるとも考えられることから、この法人所得税は収益獲得のために費やした支出
と解することができよう。よって、法人所得税を費用と捉えるのであれば、他の費用と同
様に対応原則に従って損益計上されることが必要である。この点から税効果会計が行われ
ているのである。 
この「費用説」に立脚すると、繰延税金資産の発生は、将来に同額の（税引前）純利益を
上げたとしても、その支払法人税は当該会計期間よりも軽減されることになるから、これ
は公共サービス費用の前払いと解することができるのである。つまり、繰延税金資産は前
払費用のような未経過勘定と同質のものと考えられることになる。 
これを、伝統的な純利益の考えに照らすと、費用は収益・費用対応原則によって、収益獲
得に貢献した部分だけが計上されるべきである。つまり、税務計算によって求められた支
払税額全額ではなく、そのうち期間損益報告の中で、収益獲得に貢献した部分だけが純利
益計算に反映されるよう支払税額は調整されるべきと解される。そのため、期間損益報告
に当たっては、この支払税額の調整が反映されているべきなのである。よって、支払税額
に対する調整額は、純利益計算に含まれることが妥当なのである。 
また、概念フレームワークにおける純利益の考え方からみると、純利益に反映されるもの
は、「純資産を増減させるもののうち、投資のリスクから解放されたもの」と説明される
必要がある。法人所得税の申告は、国や地公体に税金を支払う義務を確定させる行為であ
るから、これは負債の認識にあたり、純資産を減少させるものである。ただし、将来減算
一時差異が存在する場合は、将来において公共サービスの提供を受けられる部分であって、
                                                   
24 齋藤[1999] 13頁 
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会計報告期間においてはその役務の費消を行っておらず、投資のリスクから未解放な部分
が存在するのである。よって、納税申告額のうち、一時差異が存在する部分はリスクから
未解放であるが、それを除く部分は、公共サービスの提供を受けたものとして、投資の目
的を充足し、リスクから解放されたものと解される。よって、この部分が純利益の概念に
含まれるべき範囲と言える。それ故、支払税額に対する調整金額は、純利益計算に反映さ
せる必要がある。 
 
第 3 項 繰延税金資産の回収可能性評価差額の純利益としての意味合い 
 続いて、法人税等調整額のもうひとつの要素である、繰延税金資産の回収可能性評価差
額を純利益に含ませる意味合いを考えてみよう。 
 現行規定上では、この評価差額は、法人税等調整額の損益科目に含まれるわけであるが、
そこに税効果の趣旨である法人所得の期間対応を図るという意味合いはない。なぜなら、
この評価差額は、将来に亘って解消される将来減算一時差異を相殺することができないと
考えられる部分を、回収可能性評価テストを行った会計期間だけで一時に認識するという
会計処理であるからである。もし、当該評価額を期間対応させると考えるには、回収可能
性テストのスケジューリングで実施した見積対象期間のうち、将来減算一時差異を相殺で
きなかった期間に帰属するものとして、評価損失が配分されていなければない。よって、
この繰延税金資産の評価差額は、損益計算において前述の「支払税額の調整」とは別の意
味合いを持っていると言えそうである。 
 それでは、この評価差額を純利益に含めるというのはどういった説明が可能であろうか。
一会計期間の業績として、この評価差額を反映させることが適切であるのは、①繰延税金
資産の資産性の喪失の原因が、当該会計期間の企業活動に起因していると考えられること、
更に②この評価差額が純利益としての要件を備えていること、という 2 つのことが確認で
きる状況にあるならば良い。これらの状況の確認については、次節で検討することとした
い。 
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第 2 節 繰延税金資産の回収可能性評価差額の純利益算入の妥当性 
 前節では、繰延税金資産の回収可能性テストによって生じた評価差額は、税効果の会計
と税務の対応を目的とした調整とは別概念の損益であって、これを一会計期間の損益とし
て認識するためには、①一会計期間への帰属性と、②純利益要件の充足について確認され
ることが必要であると考えられた。 
 本節では、これらの評価差額の純利益項目としての検討事項の確認作業を行う。そこで、
これらの検討事項がクリアになれば、現行規定の取扱いについては問題がないことが検証
されるが、そうでなければ、現在の純利益計算において適当でない損益が反映されている
こととなり、現行の会計処理を見直す必要があることになる。 
 
第 1 項 回収可能性評価差額の一会計期間への帰属性 
 資産評価額の変動が観察された場合に、これを資産性の喪失としての損失、または回復
としての戻入益として、一時の損益として取扱う会計処理は、現行基準でも存在している。
固定資産の減損や、元本および利息の回収のみを目的とする金融資産にかかる引当金、な
どの会計基準が思い当たる
25
が、これらの資産評価による差額は一時の損益として扱われ
ている。 
（１）固定資産の減損損失の期間帰属性 
  「減損損失は、原則として特別損益に計上する」として純利益項目として位置づけら
れている
26
。現行規定が、減損損失を純利益項目とする理由については、「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する意見書（企業会計審議会[2002]）」から汲み取るこ
とができる。そこでは、固定資産の減損に関して、次のような記述が見られる。 
三 基本的考え方 
１  事業用の固定資産については、通常、市場平均を超える成果を期待して事業に使
われているため、市場の平均的な期待で決まる時価が変動しても、企業にとっての
投資の価値がそれに応じて変動するわけではなく、また、投資の価値自体も、投資
の成果であるキャッシュ・フローが得られるまでは実現したものではない。そのた
                                                   
25  なお、売買目的有価証券から生ずるような有利な時価の変動を目的とした金融投資資産に
かかる評価は、回収可能性というダウンサイドだけを考慮する繰延税金資産の評価とは別の評
価目的で行われるものであるので、類似の会計基準からは除いている。 
26 「固定資産の減損に係る会計基準」四.2 
 28 
め、事業用の固定資産は取得原価から減価償却等を控除した金額で評価され、損益
計算においては、そのような資産評価に基づく実現利益が計上されている。 
しかし、事業用の固定資産であっても、その収益性が当初の予想よりも低下し、
資産の回収可能性を帳簿価額に反映させなければならない場合がある。このような
場合における固定資産の減損処理は、・・・・事業用資産 の過大な帳簿価額を減
額し、将来に損失を繰り延べないために行われる会計処理と考えることが適当であ
る。これは、金融商品に適用されている時価評価とは異なり、資産価値の変動によ
って利益を測定することや、決算日における資産価値を貸借対照表に表示すること
を目的とするものではなく、取得原価基準の下で行 われる帳簿価額の臨時的な減
額である。 
３  固定資産の減損とは、資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなっ
た状態であり、減損処理とは、そのような場合に、一定の条件の下で回収可能性を
反映させるように帳簿価額を減額する会計処理である。 
減損処理は、本来、投資期間全体を通じた投資額の回収可能性を評価し、投資額
の回収が見込めなくなった時点で、将来に損失を繰り延べないために帳簿価額を 減
額する会計処理と考えられる・・・ 
 
  同意見書三.1 では、事業用の固定資産は、収益性が当初の想定よりも低下したような
状況にあり、帳簿価額が将来の収益性に対して過大になっている場合には、それを将来
に繰り延べず、既発生の「損失」と捉えて認識することを要請していると解することが
できる。更に同三．3 で、「投資額の回収が見込めなくなった状態」と「一定の条件の
下」において、将来に損失を繰り延べないために、一時に簿価を減額させることを要請
している。 
  前述の 2 つの項の説明からは、事業用の固定資産の減損とは、「投資額の回収可能性
の低下」が不可逆的な経済事象として確認されていることに言及している。この継続的
な使用を伴う固定資産の場合、その資産性が、過去において喪失していたのか、当期の
企業環境の変化によって将来に見込んでいた便益が喪失したのかを適当に分離把握す
るのは極めて困難である。しかし、当期末時点において不可逆的な資産性の低下につい
ては、将来においても回復されないため、一時の損益として認識せざるをえないのであ
る。 
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（２）引当金会計の期間帰属性 
  わが国では、損益計算のその他の費用・損失として、引当金の計上が要請されている
ことは、第 2 章でも取り上げた。この引当金については、企業会計原則注解にて以下の
ように記述されている。 
注 18 引当金について 
 将来の特定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の事象に起因し、発生の可
能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、当期の負担に属
する金額を当期の費用又は損失として引当金に繰入れ、当該引当金の残高を貸借対照表
の負債の部又は資産の部に記載するものとする。製品保証引当金、売上割戻引当金、返
品調整引当金、賞与引当金、工事補償引当金、退職給与引当金、修繕引当金、特別修繕
引当金、債務保証損失引当金、損害補 償損失引当金、貸倒引当金等がこれに該当する。 
 発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は損失については、引当金を計上すること
はできない。 
  この企業会計原則の規定から、引当金として計上されるのは、上記記述の下線で示し
ている部分の前半の条件を満たしたもので、会計報告期間の負担に属する部分が計上の
対象なると、会計上の認識に制約が設けられている。よって、引当金に関する損益とは、
直接的または確定的な資本の流出の事実は報告期間と対応しないが、例外的に一定の条
件を満たす状況が観察できるのであれば、当該会計期間まで損益の認識を早めることを
要請しているものと解することができよう。 
表３ 引当金の分類 
引当金の種類 具体例 
債務性あり負債性引当金 退職給付引当金 
負債性引当金 
債務性なし留保性引当金 修繕引当金 
評価性引当金 
貸倒引当金 
費用性引当金 
製品保証引当金 
損失性引当金 
偶発損失引当金 
収益控除引当金 
返品調整引当金 
 
なお、元本および利息の回収のみを目的とする金融資産の回収可能性評価が貸倒引当
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金要件として該当することの確認については、以下の表に纏めた。 
 貸倒引当金の性格 
  
①将来の特定の費用又は損失 金銭債権の将来時点の回収不能による損失 
②発生が当期以前の事象に起因 
与信先の信用の程度や担保価値について状況
変化が当期以前に発生 
③発生の可能性が高い 
 貸倒実績率など、過去の経験に照らして、同
等程度の確からしさで発生すると見込まれる。 
引 
当 
金 
要 
件 
④合理的に見積ることができる 
貸倒実績率、割引現在価値法、個別財務評価法
など 
 
（３）繰延税金資産の回収可能性評価差額の期間帰属性 
  他の２つの会計基準の損益の期間帰属に関する解釈を確認したが、改めて繰延税金資
産の回収可能性評価差額に関する期間帰属について検討したい。前述の類似した会計処
理の考え方に沿って、この評価差額を一時に純利益とするのが適切であると考えるため
には、繰延税金資産の資産性の喪失について、①その発生原因が、明らかに該当会計期
間の企業活動および環境変化に起因していること、そうでなければ②その喪失が不可逆
的な状況、もしくは③喪失の原因が過去に既に発生しており、将来の損失発生の可能性
が高いなどの一定条件を満たす場合に当該会計期間の企業活動に関連した損失だけを
割り当てることが可能である状況、について確認される必要がある。 
  繰延税金資産の回収可能性評価は、将来減算一時差異の残高が存在する限り継続的な
評価が実施される。この継続的評価が行われる場合、前会計期間からの回収可能性評価
差額の増減の原因は、当該会計期間における一時差異や課税所得の発生・解消の予測-
実績差異と、（当会計期間の業績を踏まえた）スケジューリングにおける将来発生項目
にかかる見積修正に関する差異と考えられよう。この場合は、常に適切な見積りが行わ
れているとすれば、評価差額の変動の原因が、当該会計期間だけに関連したものである
可能性は高い。ただし、予測・実績差異および見積りの修正の中には、過年度の見積り
の誤りに関する修正が含まれている可能性も考えられる。 
  次に、はじめて将来減算一時差異が発生し、繰延税金資産の回収可能性テストを初め
て行って得られた当初評価差額についてはどうであろうか。ここで、繰延税金資産の回
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収可能性テストのスケジューリングの実施手続を改めて思い出してもらいたい。この評
価差額は、スケジューリング対象期間の中で一時差異の解消ができなかった会計期間に
おける差額と、スケジューリング可能な見積対象期間とされなかった将来減算一時差異
の集計に対するものである。 
前者の差額については、将来の特定期間において生じると観察された損失を、認識時
期を早めて当該会計期間だけで認識してよいかという問題が生ずる。これについては、
本来の損益情報は、当該会計期間に関連するものだけを集計すべきであるというのが原
則であった。ただし、引当金の規定において確認できたように、将来の特定期間におい
て生じる費用・損失についても、一定の要件の下で当該会計期間の損失として計上する
ことが認められてきた。この前者の差額は、過去の経験的な業績状況を踏まえた評価で
あり、合理的な見積りが実施できている点から、引当金会計と整合的であると考え、こ
れを当該会計期間に帰属させる合理性は存在し得る。 
一方、後者のスケジューリング対象期間の中で一時差異の相殺ができなかった会計期
間における差額については、どうであろうか。スケジューリングの見積可能期間が監査
委員会報告 66 号のように人為的に決められた場合でも、国際会計基準のように企業独
自の見積可能な範囲でスケジューリング期間を組んだ場合でも、合理的な見積り可能期
間は限定的にならざるを得ない。それは、企業が一時差異が全額解消されるまでの数十
年間のスケジューリングを組んでいた場合に、見積りの相殺項目である課税所得の発生
について、数十年後の課税所得の発生額の根拠を合理的に説明するのは極めて困難だか
らである。つまり、スケジューリング不能な部分とは、合理的な見積りが困難なものと
して扱われる。費用・損失の例外的な扱いである引当金の規定では、合理的に見積もる
ことのできない損失まで当該会計期間の損失として認識することは求めていない。 
  以上から、まず継続評価に係る増減については当該会計期間との関連性を見出し得る
状況はある。次に、スケジューリング可能な期間における評価差額は、直接的に当該会
計期間との関連性を見出すことはできないが、他の会計基準の引当金に関する考え方を
用いれば、これを一時の費用・損失として帰属させる合理性は得られそうである。しか
し、スケジューリング不能期間の将来減算一時差異にかかる評価差額は、あくまで費
用・損失の例外である引当金の規定をも超越しており、これを当該会計期間への帰属を
認める合理的な説明は得難いことが確認できる。 
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第 2 項 回収可能性評価差額の純利益要件の充足 
 続いて、繰延税金資産の回収可能性差額を純利益とする状況確認の 2 つ目である、当該
評価差額の純利益要件の充足について検討する。 
 概念フレームワークでは、純利益とされるものの要件として、「純資産を増減させるも
ののうち、投資のリスクから解放されている」ことをあげている。 
 まず、繰延税金資産の回収可能性テストを実施して貸借対照表上の価額を修正すれば、
それは純資産の増減に直結する会計事象である。よって前段の要件は充足されると分かる
であろう。 
問題は、この評価差額が「投資のリスクから解放」概念を充足するか否かということで
ある。第 2 章で説明したように、「投資のリスクから解放され時点」とは、投資に対する
事前の期待が、対比されるべき事実と比較して実際にどれだけの成果を獲得したのかを確
認できたときということであった。ここで、繰延税金資産の回収可能性差額を考えるに、
果たして、この評価差額が投資のリスクから解放されたといえる、または看做すことが可
能といえるだろうか。繰延税金資産を投資のポジションと考えれば、この投資資産のポジ
ションに期待する会計上の便益は、将来において国や地公体からの公共サービスを享受す
ることと、および国や地公体に支払う税額が軽減できるという減税効果、と考えられよう。
公共サービスの享受に係る便益については、厳密には企業規模や行政区の異なる営業拠点
数などによって、享受できる公共サービスの価値というのは違ってくるのかもしれない。
そういった将来享受するサービス価格という意味合いが繰延税金資産には含まれているの
かもしれないが、将来の課税所得の大小によって行政が行うサービスの内容はそれほど変
わらないものである。むしろ会計は、将来キャッシュ・フローの発生に着目するところが
大きい。とすれば、繰延税金資産の投資ポジション対する事前の期待は国や地公体に支払
う税額が軽減できるという減税効果と捉えるのが妥当であろう。 
続いて、この事前の期待が、「対比されるべき事実と比較して実際にどれだけの成果を
獲得したのかということの確認」がされているのか検討する必要がある。繰越欠損金の存
在を無視すれば、繰延税金資産の回収が明確な事実として確認されるのは、将来減算一時
差異が解消されたときで、これは、課税所得の減算効果を果たしたという事実の確認が行
えるからである（なお、繰越欠損金の存在が認められる世界では、繰越欠損金による課税
所得の減算が適用できたとき、または繰越欠損金の繰越可能期間が満了したときとなる）。 
現行規定では回収可能性テスト実施時点で純利益算入を認識するわけであるが、一時差
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異解消以前に、繰延税金資産の投資の成果を確認することは可能なのであろうか。前項で
触れた固定資産の減損に係る会計処理では、固定資産に対して当初は投資額以上の回収を
見込んでいたが、状況変化に伴い期待が改定される。そして、期待の改定で投資の回収不
能が発覚した場合においては、回収不能と見込まれる部分については収益獲得には貢献し
ない部分として、投資の成果を捉えようとしているわけである。ただし、減損会計の基準
では、その収益獲得に貢献しないことの事実としての確認のために、固定資産の減損会計
では、回収不能であることの蓋然性を確認する手続を踏んでいるのである
27
。 
 つまり、現代の純利益の認識について、資産評価をつうじた損益処理においても、投資
の成果について事実と照らし合わせる確認作業が設けられているのである。翻って、繰延
税金資産の回収可能性評価については、損失の蓋然性確認に関する手続きは用意されてい
ない。これは、固定資産の減損での蓋然性確認が、割引前の将来キャッシュ・フローの合
計額で行っているのと比較すれば、繰延税金資産の評価も既に割引前で行っているから、
固定資産の減損と同じ水準の蓋然性を備えていると言えるからであろうか。この損失発生
の蓋然性に関する問題は次項において確認したい。 
 
第 3 項 損失発生の蓋然性の問題 
 わが国における会計原則で、費用および損失の認識規準には、「発生」という概念が適
用され、その認識規準を充たすときには、費用・損失を財務諸表に認識しなければならな
い。これは、現金支出の時点とは異なるときであっても、期間収益の獲得に貢献したであ
ろう費用や、事実としては顕在化していなくとも損失の原因が既に発生しており、将来の
損失の顕在化の可能性が確からしい状況においては、発生概念を充足する会計事象が生じ
たものとして、財務諸表に反映されることが要請されている。 
 まず、発生概念を充足するか否かについて、「どの程度の確からしさで既に発生してい
るのかという検討」と「どの程度の確からしさを超える場合に会計処理として認識すべき
か」、というような発生の確からしさに関する基準が蓋然性基準の問題である。会計対象
期間の間に、客観的事実
28
が把握できる場合には、将来における資産の流出が確定的であ
るため、蓋然性が極めて高い状況を意味する。しかし、会計対象期間内には、客観的事実
                                                   
27 具体的には、固定資産から生ずる将来キャッシュ・フローの時間価値の割引前の総額と簿価
を比較することで、より回収不能であるという事実の確からしさを確認している。 
28
 例えば、債権の減免を承認したこと、損害賠償訴訟判決が確定し損害賠償金の命令が下っ
たこと、等は、損失の確定した客観的な具体的事象。 
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の把握は困難である場合、将来の損失が起こりうる状況を想定し、その発生可能性につい
て検討される必要がある。この結果、発生可能性が「高い」と判断されれば、蓋然性要件
を充たすが、逆に「低い」と判断される場合は、蓋然性基準を充足しないのである。 
 ここで、固定資産の減損にかかる損失を考えると、当該損失の認識は、まずキャッシュ・
フローフローが発生する最小単位に限定して、回収可能性を評価しようとする規定になっ
ている。このことに加えて、更に損失の蓋然性要件の確認作業として、割引前将来キャッ
シュ・フローの合計による評価手続きが設けられている。このことは、企業自身の自己評
価に関する見積りに基づいて認識される損益は、より厳密に、蓋然性が確認されるべきと
の考え方が根底にあるのではないだろうか。以上から、固定資産の減損損失に当たっては、
損失の蓋然性について入念な確認が行われたうえで、損失認識が行われている。 
一方、繰延税金資産の回収可能性テストに伴う評価差額に話を移すと、当該差額が損失
として発生する可能性の高さ、つまり蓋然性基準を充足したことが確認されているのか、
もしくは確認できたと看做せる状況にあるのかということが問題となる
29
。ここで、繰延
税金資産の回収可能性テストの手続を思い出してほしい。繰延税金資産の回収可能性テス
トの概要については、第 1 章で示したとおり、①加算・減算一時差異のスケジューリング、
②将来発生課税所得のスケジューリング、③課税所得発生のためのタックスプランニング
                                                   
29
 蓋然性に関する記述では、わが国の注解 18 の引当金に関する規定の中で、「発生の可能性
が高いこと」と明記されているとともに、「発生の可能性の低い偶発事象に係る費用または損
失については引当金を計上することはできないと」と蓋然性の低いものは損益認識が行われな
いことが記述されている。 
また、国際会計基準でも、IAS 第 37号では、引当金の計上可否について蓋然性基準を採用し
ている。しかし、同基準の改訂案では蓋然性要件の削除が提案されている。これは、「①負債
の定義を満たす現在の債務が存在する場合には、資源の流出が発生する蓋然性にかかわらず負
債として認識すべきであり、②将来の事象に関する不確実性は、認識される負債の測定に反映
すべきである」という期待値計算による測定の考え方に拠っているためである。 
 
IAS 第 37 号での引当金と偶発負債の分類 IAS 第 37 号 IAS 第 37 号改訂案 
現在の債務(present obligatin)   
発生の可能性が高い（probable）もの 引当金 非金融負債 
発生の可能性が低いもの 
偶発負債 
（注記開示） 
非金融負債 
信頼性をもって測定できないもの 
偶発負債 
（注記開示） 
非金融負債 
（注記開示） 
潜在的債務（possible obligation） 
偶発負債 
（注記開示） 
該当なし 
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の手順に分かれる。まず、①の加算・減算一時差異の調整については、現在の会計方針と
税務上の損金算入要件と比較できるから、比較的客観的な情報に基づいて行われている手
続きである。しかし、次の②将来発生課税所得のスケジューリングについては、将来いく
らの課税所得が生ずるのかというのは、企業全体の収益力の概算に基づく見積りである。
確かに固定資産の減損のときも、将来キャッシュ・フローの予測は概算値に過ぎないかも
しれないが、その見積り対象が、キャッシュ・フロー発生の最小単位である点には注意が
必要である。一方、繰延税金資産の回収可能性評価における課税所得の発生予測は、企業
全体の業績を対象としているのである。つまり、固定資産の減損の場合と比べて、予測す
る対象の規模が全く違っていると言うことである。そうであれば、課税所得の発生に関す
る見積りについては、その発生するバラつきが大きくなるから、予測値の精度は、相対的
に低くならざるを得ない。 
だが、このことは見積りの精度の話であって、見積りのバラつきがある中でも、発生可
能性が高いと考えられる予測値（期待値や最頻値）が用いられるのであれば、蓋然性基準
を充足していると考えられるのかもしれない。また、将来発生課税所得の予測の妥当性判
断において、過去の課税所得の発生状況や、足許の企業業績の趨勢などを考慮されている
ことが、蓋然性の高い予測値が利用されていると解することができるかもしれない。しか
し、それだけで、蓋然性の高い見積りになるとは言えない。それは、期待値や最頻値が用
いられたとしても、発生予測の金額のバラつきが大きければ、将来の実際の損失確定額と
比べてブレが生じる可能性が高い。近年の税効果の適用範囲の拡大状況から鑑みて、予測
実績のブレが金額的重要性を超えることが考えられる。よって、そのような精度の低い予
測値を用いて得られる評価差額が、損失発生の蓋然性を有していると言えるか疑問が残る。 
更に、見積り予測値自体の信頼性の問題がある。それは、より遠い将来になればなるほ
ど不確実性は高くなるだけでなく、企業の置かれた環境条件も変わる可能性が高い。それ
にもかかわらず、より遠い将来の課税所得の予測において、適合しない不確実性の条件で
もって予測した数値自体が合理性を持たない可能性がある。その場合の課税所得の予測値
は有効性をもっていないのだから、回収可能性があるとか回収可能性がないとか、という
そもそも回収可能性の蓋然性を判断ができる情報とはならない可能性があるからである。 
また、繰延税金資産の回収可能性の見積りの信頼性の低さは、発生課税所得の数値だけ
ではない。それは、見積対象期間の設定にかかる恣意性の問題である。これを、蓋然性の
問題に置き換えると、何年先までの予測であれば蓋然性のある予測として認められ、何年
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先移行の予測については蓋然性を判断できる有効な予測とは言えないと、客観的に明確な
線引きを行えるというものではないという問題があるということである。そもそも、数年
先の将来の企業業績だけでも誰も計り知れないと考えられている中で、企業環境の変化が
著しい今日では、課税所得の予測における条件設定が有効である期間はかなり短いはずで
ある。故に、課税所得の予測値自体が、信頼性の低いインプット数値である。 
以上の見積り情報の「精度」と「信頼性」という観点から、繰延税金資産の回収可能性
にかかる蓋然性の確認について、一時差異の解消という事実以前においてそれを確認する
というのは、極めて困難なことであるのが分かるであろう。よって、たとえ割引前の名目
金額で回収可能額を見積もっているからと言って、固定資産の減損損失のように、損失の
発生の蓋然性が確認できているとは言えそうにない。 
 
第 4 項 繰延税金資産の回収可能性評価差額にかかる純利益要件の充足に関する総括 
第 2項で、繰延税金資産の回収可能性評価差額が純利益として認識されるには、投資に
対する事前の期待が、対比されるべき事実と比較して実際にどれだけの成果を獲得したの
かを確認できるかという点に照らして、当該要件の充足状況を確認してこようとしてきた。
繰延税金資産にかかる投資の事前の期待を「将来の支払税額の軽減」と解すれば、当該目
的である「支払税額の軽減」に貢献したか否かによって、成果が測定されるべきである。
ここで、固定資産の減損のように、投資の目的に資さない部分は、その目的に適合する機
会を失っていることが事前に確認されるならば、それが投資の失敗にかかる成果であるか
ら、これをリスクからの解放と捉えることが可能ではあった。 
しかし、繰延税金資産の回収可能性の評価については、見積りの「精度」と「信頼性」
の問題点から、投資の失敗に関して蓋然性の有無を判断するのが困難である問題を抱えて
いることが分かったわけである。 
この結果から、繰延税金資産の回収可能性評価差額の全てが、純利益の要件を充足した
ものとは言い難いことを指摘できる。 
 
第 5 項 貸借対照表評価額と損益計算書の評価損益の蓋然性にかかる非対称の可能性 
 繰延税金資産の回収可能性評価差額について、その見積りの信頼性に乏しい点について
は既述してきたところである。この問題によって、当該回収可能性の喪失に関する会計事
象は、蓋然性の水準の低いまたは、その判断が困難な事象として結論付けられよう。この
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場合、この評価差額について、純利益の要件に該当しないから損益計算に含めないとして
も、繰延税金資産の貸借対照表上への評価額の反映について、実施すべきか否かという問
題が指摘されよう。 
だが、現代の企業会計においては、資産および負債の評価が行われる会計事象が一対一
で、純利益項目に対応するとは考えていないと思われる。というのは、概念フレームワー
クの純利益の定義を見れば、「特定期間の期末までに生じた純資産の変動額のうち、投資
のリスクから解放された部分
30
」を純利益と捉えるといっているのである。このことから、
現代の企業会計では、資産・負債に関する増減と、その変動額が純利益になることとは一
対一に対応しない状況も想定し得ると考えられている。 
次に、貸借対照表項目の増減と損益計算との対応が行われない場合が認められるとして
も、繰延税金資産の評価のような、損失の蓋然性や、測定の信頼性について問題のある評
価を財務諸表に反映させることの是非について検討を要する。 
企業会計では、合理的な見積りが実施できない場合は、その合理的な見積りが実施可能
になる段階までは会計取引として認識しないことが原則とされてきた。しかし、繰延税金
資産の評価については、評価のためのインプット数値の信頼性に問題があったとしても、
繰延税金資産の情報の重要性に鑑みて、本評価差額を貸借対照表に反映させるべきと解し
ているように思える。というのは、既述のとおり、新しい会計基準の導入によって、税効
会計が適用される範囲はかなり広くなっており、それに伴って生ずる繰延税金資産の金額
の重要性が大きくなっているからである。それ故、投資家も同資産の回収可能性に対して、
金額の信頼性に多少の疑念は持ちつつも、その金額的重要性の観点から無視することので
きない関心度の高い情報として、既に定着しているといえる。 
このような中で、回収可能性評価の結果を反映しないことは、貸借対照表情報の有用性
を損ねることになる。それを回避するために、繰延税金資産の回収可能性評価にかかる信
頼性に関して目をつぶるとことは、貸借対照表に信頼性の低い評価額でも反映させること
を許容する理由になっていると考えられよう。 
また、合理的な見積りの実施という解釈において、見積りのインプット数値に問題があ
ることが指摘されるとしても、監査委員会報告第 66 号のように統一的取扱基準が設けら
れているという整備状況の事実に照らして、一応の客観的な見積りが実施されていると看
做して、当該評価額の計上が是認しているとも考え得る。 
                                                   
30 概念フレームワーク[2006]第 3 章 9項 
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 以上から、繰延税金資産の回収可能性評価差額は、仮に損益項目としては認識されなか
ったとしても、貸借対照表上には反映されることについて、現代の企業会計では容認され
得る状況はあると言えよう。 
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第４章 代替的な会計処理の考察 
 前章で、繰延税金資産の回収可能性評価差額について、評価時点で一時に損益認識する
ことに問題が存在していることが指摘された。これを受けて生ずる課題は、これらの問題
点を解消するような代替的な会計処理が提示できるのかといことである。本章では、この
代替的会計処理を考案し、その実践可能性を検証することを試みる。 
 はじめに、第 1節では、先の問題点を解消する代替的会計処理のコンセプトを考えるこ
とである。第 2節では、代替的会計処理を実行する上で直面する問題に対して、対処可能
な方策を検討する。そして、第 3節では、実際に数値例を用いて、代替的会計処理におい
てどのように会計仕訳がされるかを示すと共に、実践可能性の有無を確認する。 
 最後の第 4節にて、この代替的会計処理における、特徴や問題点をまとめて総括を行う。 
 
第 1 節 代替的な会計処理の考案 
本節では、第 3 章で指摘された繰延税金資産の回収可能性評価差額を一時に純利益に算
入するということの問題点を回避できるような代替的会計処理を考案する。 
 
第 1 項 回収可能性評価差額を回収可能性テスト時の一時に純利益としないために 
 現行の会計処理においては回収可能性テストによって生ずる評価差額は、即時に純利益
に算入されているわけだが、この会計処理は、評価時点においては、（一時に）損益とす
べきでない部分までもが、損益項目に反映されている状況をもたらしている。更に、見積
りの精度と信頼性の観点から、回収可能性時点において投資のリスクから解放されている
ことを確認する術に欠けているも指摘されている。そうすると、この問題を解消するため
には、回収可能性評価差額については、評価差額が純利益に算入されることが起こらない
ような会計処理が求められることになる。それには、①回収可能性テストそのものを実施
しない、②回収可能性テストを実施し、評価差額は損益計算書項目に含めず、その他包括
利益（OCI）として認識する、という 2 つの方法が考案され得る。 
 ①について、回収可能性テストを実施しなければ、評価差額自体が生じないのであるか
ら、それが純利益に反映されることはなくなる。この場合、損益計算書上の項目である法
人税等調整額には、税引前利益に対応する支払税額の調整に関する金額だけが計上される。
一方、貸借対照表上では、繰延税金資産の価額は、将来減算一時差異と将来加算一時差異
の相殺だけを考慮した税効果額、つまり過去の税効果の積み上げ分だけが計上されること
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となる。ここで問題視されることは、この①のように回収可能性テストを放棄すると貸借
対照表能力までが放棄され得るという弊害が生ずることである。税効果会計の主な目的が
法人税等の適切な期間配分にあるとしても、その会計処理が認められるのは、法人税等の
調整によって生ずる繰延税金資産が貸借対照表の一項目として認識されるべき能力が認め
られることが前提となっていた（第 1 章参照）。貸借対照表に計上されるべき資産という
のは、単に損益計算書項目に算入されなかったものを計上するというわけでなく、将来の
キャッシュの流入や経済的便益の享受等の貸借対照表の構成要素としての意義に照らして、
その意義に該当するものに限り計上が認められるのである。それ故、それらの意味づけに
該当しない部分については控除される必要がある。この貸借対照表能力も税効果会計を裏
から支える論拠となっている以上、繰延税金資産の回収可能性テストを実施は、不可避な
会計手続きであると言えよう。 
 ②について、回収可能性テストを実施するのであれば、資産の修正差額を財務諸表のど
の項目に計上すべきなのかということを考えなければならない。しかしながら、純利益に
反映させることを回避する必要があることを考えると、これを OCI として計上するという
ことが考えられる。 
本稿は、①の立場は前述のとおり税効果会計の実施の立場からは採り得ない選択であるが、
②の会計処理であれば、税効果を実施したうえで現行処理を改善できるものとして、この
考え方を支持したい。そこで、この修正差額を OCI とする処理を適用するならば、具体的
にどのような会計処理が考え得るのか、この会計処理が抱える問題は何であるのか、を明
らかにするため、議論を進めていきたい。 
 
第 2 項 当初回収可能性評価時の会計処理 
はじめて繰延税金資産の回収可能性テストが行われるのは、税効果会計の結果、将来減算
の一時差異が生じたときである。そしてスケジューリングによって将来減算一時差異の解
消ができない場合は、回収可能性がないものと考え繰延税金資産にかかる評価の引き下げ
を行わねばならない。このとき、当該評価差額は、現行処理では、法人税等調整額に加減
するところを、前節で提示したように、その評価減額は OCI項目として会計処理するので
ある。 
 例えば、繰延税金資産▲100 の評価減が必要な場合は以下のように取り扱うことになる。 
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 (a) 現行の会計処理 
法人税等調整額 100 繰延税金資産 100 
 
 (b) 代替的会計処理 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
100 繰延税金資産 100 
 
第 3 項 OCI 計上後の処理（リサイクリング処理の是非） 
 続いて、繰延税金資産の評価差額の OCI 計上後の会計処理について言及する。回収可能
テストを実施したときに評価差額を OCI として計上すれば、次期以降は、貸借対照表の純
資産項目であるその他包括利益累計額（AOCI）に蓄積されることとなる。ではその蓄積
された評価差額はその後どのように会計処理していけばよいだろうか。一旦 OCI として繰
延べたとしても、いずれは純利益には反映させることが必要かどうかという点が問題とな
るわけである。この過去で生じた OCI のうち、会計報告期間の中でリスクから解放された
部分については純利益として振替えるという会計処理を一般的に「リサイクリング」と呼
んでいる。 
まず、このリサイクリング処理を当該 OCI についても実施すべきかという点について考
える必要がある。すなわち、①一旦 OCI として繰り越した影響額も、リサイクリングによ
って適切な時期に損益計算書の項目に振替えて純利益に反映させるのか、それとも②過去
の OCI は損益計算書を通さず、株主資本に直入する、といういずれの選択を採るかという
ことである。これを考えるのは、繰延税金資産がいつかは解消する性質があるからである。
そもそも繰延税金資産は将来減算一時差異から生じたものであるから、当該一時差異が解
消したならば、それにかかる繰延税金資産はそのときに解消するはずである（ただし、将
来減算一時差異が解消しても、課税所得を減算できなかったときは、繰越欠損金が認めら
れ得るので、繰延税金資産の計上が継続されることもある）。このとおり評価対象物であ
る繰延税金資産は、いつかは解消するものであるから、その元々の評価対象のが解消した
のであれば、評価差額もいつまでも AOCI に繰越しておく必要はない。すなわち、評価差
額もいつかは株主資本に算入されるという行く末にあるわけである。 
まず、①のリサイクリングを採るというのは、過去に生じた OCI のうち、会計報告期間
における企業活動でもたらされた結果であると解せるならば、企業の業績指標にあたる純
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利益にそれを反映させることが望ましいという場合に適合する。 
次に、②の OCI のリサイクリングは行わず株主資本に直入するという考え方は、OCI
に一旦計上したものを損益計算書項目に改めて計上すると企業業績を適切に表さず、投資
家の理解を損ねるような場合には、損益計算書を通さず直接株主資本に反映させるべきと
いう考えの下にある。しかし、現行の会計基準で、資本取引ではない会計取引が損益計算
書を経由しないで株主資本に直接算入されるケースは極めて稀である。わが国の会計基準
でそのような会計処理ができるのは、連結会計の枠組みの中で子会社・関連会社の増減資
に伴い持分変動損益が認識され、純利益にこれを反映すると投資家の理解を損なう場合に
は、持分変動損益を損益計算書項目には含めず直接株主資本に入れることができる、とい
うような限定的なケースに止まっている。それ故、資本取引以外の会計取引の場合、企業
の活動の結果や業績概念と結びつかないという特別な事情が考慮されない限りは損益計算
書を経由することが原則的なのである。 
ここで、繰延税金資産の回収可能性評価差額の場合について考えてみると、まず、この評
価差額に関連する取引は明らかに資本取引ではない。それでリサイクリングを行わないと
するならば、繰延税金資産の回収可能性の喪失が企業活動や業績と結びつかない可能性が
あると考えられる特別な事情がある場合である。しかし、繰延税金資産は、これを抱える
企業自身の活動を通して課税所得の発生させることで回収が図られるものである。それ故、
敢えて損益計算書を通さないという特別な事情はないだろう。 
よって、OCI に計上した繰延税金資産の回収可能性評価差額は、リサイクリングされる
ことが必要と考えられる。そのリサイクリングに関する会計処理として、リサイクリング
の時点の問題は据え置けば（これは第 4項で取り上げる）、以下のようになる。 
（例）OCI に繰り延べた▲100 を純利益に振り替える場合 
繰延税金資産評価差額 
（損益計算書項目） 
100 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
100 
 
 
第 4 項 リサイクリングの認識時期 
 前項のとおり、リサイクリングを要請するのであれば、リサイクリングを行うべき適切
な時期を決めるという課題に直面する。概念フレームワークの記載によれば、リサイクリ
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ング（組替調整）するのは、投資のリスクから解放されたときということである
31
。 
 それでは、繰延税金資産の回収可能性評価差額部分が投資のリスクから解放されたと考
えられるのは、本来どの時点が適切であろうか。第 3 章で、回収可能性評価の時点で純利
益とすべきではないという理由には、回収可能性評価時点ではその回収可能額の見積りの
信頼性が乏しく、純利益の要件である「事前の期待が事実へ転化すること」を充足するだ
けの蓋然性を持ち得ないことという問題点を指摘した。 
また、第 3 章では、繰延税金資産の事前の期待が検証可能な事実と比較できる時点は、
一時差異解消時であることを確認した。しかし、一時差異解消以前において、繰延税金資
産の回収可能性に関する見積りによる評価では、純利益の要件であるリスク解放の要件を
充足し難いことも既に確認したところである。 
このことを踏まえると、本稿では、繰延税金資産の回収可能性評価差額を OCI とする場
合、将来リサイクリングを行うタイミングは、将来減算一時差異の解消時期が適切である
と考えられよう。 
  
第 5 項 一時差異解消時を損益認識時点とすることで生ずる問題 
 ここで前述のように、繰延税金資産の評価差額について純利益へリサイクリングする時
期を一時差異解消時期が適当だとした場合に、評価差額のうち金額的にいくらをリサイク
リングすればよいかということが問題となる。つまり、評価差額の損益に関する期間配分
の問題である。 
まず、比較的短期の回転率をもつような資産・負債に関連した一時差異というのは、た
とえ一時差異が生じたとしても翌年には解消されたとみなすことが可能であるから、一時
差異の解消時期は毎期毎期迎えると考えて差し支えない。例えば、棚卸資産の商品売却損
について将来減算一時差異が生ずる場合、翌年にはその資産は処分済みのものとみなすこ
とが可能であるから、その一時差異も解消したものと捉えることが可能である。 
 しかしながら、複数の会計期間に亘って一時差異の発生・解消が起こるような場合は、
既に発生している一時差異のうち、解消する一時差異を区別するという手続が必要となる。
この手続には、繰延税金資産の評価減する場合に、どの一時差異に対して回収可能性を否
認したのか、評価減を行った対象の将来減算一時差異を区別しておき、その一時差異が解
消されたと考えられるときにリサイクリングすることを考えているためのものである。な
                                                   
31 概念フレームワーク[2006]第 3章 9 項 
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ぜ、このように評価減する対象の一時差異を管理しておかねばならないのかというと、複
数の期間に亘って一時差異が解消していくような取引の場合、リサイクリングの期間帰属
を決める術を用意しておく必要があるからである。すなわち、予め回収可能性を否認した
一時差異と、回収可能性のある一時差異とを区別されなければ、評価差額の期間帰属につ
いて、明確な指針を与えられなくなるからである。 
 次に、複数期間に亘って発生した一時差異が複数期間に解消する場合、発生時点の異な
る一時差異がそれぞれいつ、どのような順序で解消すると考えるべきかという課題を解消
する必要がある。つまり、一時差異の解消を捉えるうえで、どの時点で発生した一時差異
から優先的に解消すると考えるべきかという、解消順序の問題である。この問題に対する
対処法については、一定の仮定を置いて解消順序を決めるということが考えられる。次節
では、その対処法について説明する。 
 
第２節 一時差異の解消スケジュールに関する仮定 
 前節で、繰延税金資産の評価差額にかかる OCI 処理を行う場合、リサイクリングを如何
に実施するのかを検討してきたが、そこで一時差異解消時期に合わせてリサイクリングさ
せることが適当であると考えられた。 
それを加味すると、繰延税金資産の評価差額は一旦 OCI に繰り延べ、OCI のリサイクリ
ングを通じて純利益への反映を行うことを提案し、かつ回収可能性を否認した繰延税金資
産にかかる一時差異が解消した時点で、当該 OCI をリサイクリングすることが会計処理と
して適当ということになる。ただし、理念上ではそうだとしても、実践面でこのような会
計処理が可能か否か、問われることになる。本節では、その会計数値を用いた実践面での
可能性について検討を進めたい。 
詳細は後述することになるが、複数期間に亘って発生した一時差異が複数期間に解消す
る場合、解消時点の特定に関する問題が、実践面での重大な課題となる。その対処として、
本稿では、Bublitz and Zuckerman[1988]の繰延税金資産の時間価値の割引計算を行う場
合の一時差異解消の考え方に倣って、繰延税金資産の評価差額に関するリサイクリングの
場合に当てはめることを試みる。 
 
第 1 項 Bublitz and Zuckerman[1988]の一時差異解消スケジュールの考え方 
 複数期間に亘って一時差異が発生・解消する場合には、一時差異がどのように発生し、
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解消するのかというのが観察できなければならない。そこで、本項では、一時差異につい
て、発生・解消のスケジュールの方法を取り上げ、この手法に沿って議論を展開する。本
項では、複数期間にわたる一時差異の解消の経緯を捉えるにあっては、規則的な一定の仮
定にもとづき解消すると考え方を提示したい。 
 ここで、一時差異の解消スケジュールの決定方法の先行研究として、Bublitz and 
Zuckerman[1988]は、税効果の現在価値測定に関する研究において、税効果で生じた一時
差異の解消スケジュールの決定方法を示している
32
。 
 その彼らの研究では、一時差異の解消スケジュールの仮定として、①先入先出法（FIFO）、
②後入先出法（LIFO）、③加重平均法（weighted-average）および④単一取引法
（single-transaction method）の 4 つの仮定を示している。 
 先に上記４方式の考え方をみると、先入先出法は、税効果が複数期間におよぶ特定の取
引の場合、より過去に生じた一時差異を先に解消させるという仮定である。それに対し、
後入先出法は、一時差異が解消した場合、それは最も直近に生じた一時差異を解消させる
という仮定である。加重平均法は、過去に生じた一時差異を時系列に流列したうえ、発生
時期の優劣はつけず、各時点の残存する一時差異の残高に応じて均等に解消させるという
仮定である。 
最後に、単一取引法は、最初に生じる一時差異のみを「一時差異の発生」との会計事象
と捉え、以後の一時差異の増減はすべて最初に生じた一時差異の変動と捉える考え方であ
る。すなわち、初めに将来減算差異が生じた場合、以後生じる差異を解消させる貸方差異
の合計から、以後の追加的な借方差異は差異解消に対する控除とし、それらの集計を各期
末で行うというものである。それ故、単一取引法は、最初に生じた税効果額を、将来キャ
ッシュ・フローの増減に見立てて現在価値を評価しようとするアプローチで、一時差異の
解消にかかる期間帰属は考慮していない
33
。 
しかしながら、本稿で取り上げたいのは、一時差異の期間帰属を観察することであるか
ら、単一取引法は、一時差異の解消を観察する上で有効なアプローチではない。そのため、
本稿では、一時差異解消スケジュールについては、Bublitz and Zuckerman[1988]の４つ
                                                   
32   Bublitz and Zuckerman[1988]。当該研究では、税効果額を将来の特定の期日や期間に
わたって、金銭の受渡しが行われる債権・債務と同様のものとしてみなす場合、貨幣の時間
価値を考慮する必要がある。その税効果額に対する割引期間を決定するため、先入先出法、
後入先出法および加重平均法については一時差異の解消スケジュールの考察を行い、独自の
提案として単一取引法を紹介し、税効果額の現在価値評価の手法の提案を示している。 
33  Bublitz and Zuckerman[1988]  67 頁 
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のアプローチのうち単一取引法を除いた３つのアプローチによる解消スケジュールを用い
て議論を進めることとする。 
 
第 2 項 一時差異解消スケジュールの 3 つの仮定に関する設例 
 ここで、既述の 3 つの差異解消スケジュールに基づいて、時点の異なる一時差異が、い
つ、いくらの額が解消していくのかを、具体的な数値例を用いて説明していく。 
 なお、Bublitz and Zuckerman[1988]の研究は、税効果に割引現在価値による測定を適
用することを目的しているため、税効果額について一時解消までの期間に応じた割引計算
を加味しているが、本稿では時間価値は考慮せず名目額のまま税効果額を計算するものと
する。 
 
【設 例 A】 
 下記の機械の減価償却についてのみ一時差異が生じると仮定する。 
(1) 機械の取得原価・・・・・・15,000（t1 期首に取得） 
(2) 機械の耐用年数・・・・・5年 
(3) 機械の残存価額・・・・・なし 
(4) 減価償却方法 
（会計上）・・・・・級数法 
    （税務上）・・・・・定額法 
(5) 税率 40％ 
 
 
表 4 設例 A の税効果の発生状況 
t1 t2 t3 t4
会計上の減価償却費
5,000 4,000 3,000 2,000
税務上の減価償却費
3,000 3,000 3,000 3,000
一時差異
2,000 1,000 0 -1,000
税率
40% 40% 40% 40%
税効果額
800 400 0 -400
期末繰延税金資産累計額
800 1,200 1,200 800
40%
-800
0
t5
1,000
3,000
-2,000
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（ⅰ）先入先出法の場合 
   先入先出法では、一時差異の解消が生じたときは、より先に生じた一時差異を解消さ
せるとの仮定に拠っていた。その結果、初めて一時差異が解消する t4 期の解消額（▲
1,000）は、t1 期に生じた一時差異のうち 1,000だけが解消したものと考える。設例の
一時差異の増減について、発生時点別の一時差異ごとに分解して示せば、下表のよう
になる。 
 
表 5-1 （ⅰ） 先入先出法の場合の一時差異解消スケジュール 
t1 t2 t3 t4 t5
0 -1,000 -2,000
t1期に生じた差異 　変動額 2,000 0 0 -1,000 -1,000
　正味期末残額 2,000 2,000 2,000 1,000 0
t2期に生じた差異 　変動額 1,000 0 0 -1,000
　正味期末残額 1,000 1,000 1,000 0
一時差異解消額
借方一時差異の
発生時点別の変動額
 
 
（ⅱ）後入先出法の場合 
後入先出法では、一時差異の解消が生じたときは、より直近で生じた一時差異を解
消させるとの仮定に拠ることになる。その上で、初めて解消する t4 期の一時差異解消
額（▲1,000）は、最も直近の t2 期に生じた一時差異（1,000）から解消するものと考
える。前述同様に、設例の一時差異の増減について、発生時点別の一時差異ごとに分
解して示せば下表のような解消スケジュールとなる。 
 
表 5-2 （ⅱ） 後入先出法の場合の一時差異解消スケジュール 
t1 t2 t3 t4 t5
0 -1,000 -2,000
t1期に生じた差異 　変動額 2,000 0 0 0 -2,000
　正味期末残額 2,000 2,000 2,000 2,000 0
t2期に生じた差異 　変動額 1,000 0 -1,000 0
　正味期末残額 1,000 1,000 0 0
一時差異解消額
借方一時差異の
発生時点別の変動額
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（ⅲ）加重平均法の場合 
加重平均法では、過去に生じた一時差異を時系列に流列し、発生時期は考慮せず、
各時点で残存する一時差異の残高に応じた加重的割合によって解消額を按分させると
いう考え方であった。この場合、初めて解消する t4 期の一時差異解消額（▲1,000）の
内訳について、t1 期の一時差異残高（2,000）と t2 期の残高（1,000）との比例按分に
よって、解消額がそれぞれ▲667 と▲333 とに按分され、同額を既発生の一時差異額が
解消したと捉えることになる。前述同様に設例の一時差異の増減について、発生時点
別の一時差異ごとに分解して示せば下表のような解消スケジュールとなる。 
 
表 5-3 （ⅲ）加重平均法の場合の一時差異解消スケジュール 
t1 t2 t3 t4 t5
0 -1,000 -2,000
t1期に生じた差異 　変動額 2,000 0 0 -667 -1,333
　正味期末残額 2,000 2,000 2,000 1,333 0
t2期に生じた差異 　変動額 1,000 0 -333 -667
　正味期末残額 1,000 1,000 667 0
一時差異解消額
借方一時差異の
発生時点別の変動額
 
 
 
 
第 3 節 回収不能差額に関する代替的会計処理 
第 1 項 一時差異の回収可能性部分の検討 
 前項の一時差異のスケジュール化によって、発生する一時差異毎に分別管理することが
できることが確認できた。しかし、それだけでは、リサイクリング時点の特定化はできな
い。それは、発生している一時差異それぞれが回収可能性を認められるものか、回収不能
に当たるものか、分別できなければならないからである。では、回収可能性がある一時差
異と回収可能性のない一時差異とを、どのように区別することが可能であろうか。 
これは、一時差異の解消と同じ期間に生ずる課税所得の有無に依拠すると思われる。繰越
欠損金がない世界を前提とすれば、繰延税金資産による税額の軽減効果は、将来減算一時
差異が解消するときにしか生じない。これは、一時差異解消、すなわち損金算入が認容さ
れて課税所得が発生している状況においてのことであり、もともと課税所得が生じていな
い状況であれば、その効果は生じない。その結果、会計上では、繰延税金資産は、支払税
 49 
額に対する効果を発揮しないままに消滅するのである。つまり、繰延税金資産の回収可能
性評価を評価するには、一時差異解消時点と課税所得の将来発生時点における比較が重要
なのである。なお、現行の監査委員会報告第 66 号でも、スケジューリング実施期間につ
いては、各期間毎に、将来減算一時差異と課税所得の相殺状況は確認している。このこと
から、現行規定では個々の一時差異単位毎に回収可能性を評価するわけではないが、回収
可能性の判断には、同じ会計期間における一時差異の解消と課税所得の発生との比較に着
目している。 
よって、発生する将来減算一時差異が回収可能性を有するか否かは、一時差異が解消す
るとされるときの課税所得の多寡に依拠することになる。そうであれば、繰延税金資産の
回収可能性評価は、厳密には、一時差異が解消するそれぞれの期間の課税所得との相殺結
果によって評価されることが適当であると考えられる。 
 
第 2 項 回収不能差額が生ずる場合の会計処理 
第 2節では、解消スケジュールの仮定を用いれば、特定の一時差異が解消する様子を観
察できることがわかった。それでは、本稿がデザインしようとする、一時差異解消時にリ
サイクリングを行うという会計処理が実践可能か、実際の数値例を用いて取り組むことと
する。 
ここで、前項で扱った設例に、繰延税金資産の回収不能を生じさせるための条件を追加
して、回収不能に該当する一時差異解消の観察と、解消時点におけるリサイクリング処理
をみるべく、数値例を考えてみる。 
 
【設 例 B】 
前項の設例 A（機械の減価償却にかかる一時差異の設例）の条件に、以下の条件を追
加する。 
(6) t1 期末において、将来発生課税所得は、t1～t4 期まではゼロ、t5 期のみ 1,500
の発生が見込まれると予想された。 
(7) 課税所得の発生実績は予測どおり推移。 
(8) 当該機械以外に会計・税務間の発生差異はない。 
(9) 繰越欠損金の存在は認めないものとする。 
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（ⅰ） 先入先出法を適用する場合 
表 6-1 先入先出法の場合の回収可能性評価と損益への影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲1,000 ▲1,000
t2期発生差異 1,000 ▲1,000
課税所得発生額 0 0 0 0 1,500
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 750
※1
750 750 750 0
t2期発生差異 - 750
※2
750 750 0
750 1,500 1,500 1,500 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 300 600 600 600 0
回収不能額 ▲500 ▲600 ▲600 ▲200 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400
※3
▲200
※4
その他包括利益 ▲500 ▲100
※5
0 400 200
包括利益 ▲500 ▲100 0 0 0
※1　1,500×（1,000/2,000）
※2　1,500×（1,000/2,000）
※3　課税所得を減算しないt1期発生一時差異（1,000）の解消に伴うリサイクリング
※4  課税所得を減算しないt1期発生一時差異（250）とt2期発生一時差異（250）の解消に伴うリサイクリング
一
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   （t1 期の会計処理） 
    t1 期において、将来減算一時差異が 2,000 発生する。先入先出法に従った場合、
この一時差異は、t4 期、t5 期に 1,000 ずつ解消するとスケジューリングされる。 
ここで、t1 期発生の一時差異の回収可能性を評価するためには、この差異が解
消する期間で課税所得の発生が見込めることどうかを検討しなければならない。
本設例では、将来の課税所得は t5 期のみしか予定されていない。それ故、課税所
得の発生がない t4 期の解消分の一時差異 1,000 については、課税所得を減算でき
ないことから、回収可能性がないと判断される。続いて t5 期の解消分の一時差異
1,000 について評価を行う。t5 期に解消する一時差異は、t1 期発生のもの 1,000
と t2 期発生のもの 1,000 との、発生時期の異なる 2 つの一時差異である。t1 期
発生分 1,000 の回収可能性は、t5 期に見込まれる課税所得 1,500 を一時差異の解
消額で按分した、750｛=1500×（1,000/2,000）｝について課税所得の減算が可
能と考えることが適当であろう。その結果、t1 期発生の一時差異にかかる回収不
能額は、将来減算一時差異残高から課税所得の減額可能額を控除したものに税率
を乗ずることで求められ、その額は（2,000－750）×40％＝▲500 となる。 
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この回収可能評価差額についての会計処理は、現行の会計基準では、法人税等
調整額に含め純利益に反映されるのであるが、本稿で試行する代替処理に従うと、
回収可能評価時点の評価差額は、一旦 OCI に繰り延べる扱いとなる。これを会計
仕訳で示すと以下のとおりになる。 
＜ t1 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 800 法人税等調整額 800 
② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
500 繰延税金資産 500 
     この結果、t1 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、その他包括利益
に▲500 が計上される。 
 
（t2 期の会計処理） 
     t2 期では、t1 期に続いて、将来減算一時差異が 1,000増加する。新たな一時差
異の発生が起こるため、t1 期発生差異と同様に、その一時差異の回収可能性を評
価しなければならない。 
先入先出法の解消スケジュールにより、t2 期発生の一時差異は、t5 期で解消す
ることになるが、t5 期には課税所得の発生が予定されているから、この将来減算
一時差異は課税所得の減算が可能である。ただし、t5 期に解消する一時差異は、
t2 期発生のものと t1 期発生のものと複数存在するため、減算可能額については
按分計算が必要となる。前述と同様に解消差額に応じて按分すれば、t2 期発生一
時差異のうち、課税所得を減額できる部分は 750｛=1,500×（1,000/2,000）｝と
計算される。よって、t2 期において、将来減算一時差異残高（t1 期と t2 期発生
分の合計）から課税所得の減額可能額（750＋750＝1,500）を控除したものに税
率を乗じた回収不能額は（3,000－1,500）×40％＝▲600 となる。そして、評価
差額の t1 期からの増減は▲100 となる。 
これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
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＜ t2 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 400 法人税等調整額 400 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
100 繰延税金資産 100 
この結果、t2 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、回収可能性の評
価差額の変動額によって、その他包括利益が▲100 計上される。 
 
（t3 期の会計処理） 
     t3 期には、一時差異の発生・解消は起こらない。それ故、繰延税金資産の回収
可能性に関する会計処理は特段生じない。 
＜ t3 期末における会計処理 ＞ 
仕訳なし 
 
（t4 期の会計処理） 
  t4 期には、はじめて一時差異が解消する。代替処理においては、将来減算一時
差異が解消するときに、回収可能性の評価差額を OCI 計上している場合には、そ
のリサイクリング処理を提案しているから、その会計処理が行われることになる。 
  t4 期に解消する一時差異は、t1 期発生のものであるが、この一時差異は課税所
得の減算効果は持たないとして、回収可能性はないと判断してきた。そうすると、
この回収可能性のない t1 期発生の一時差異 1,000 が解消することになるので、こ
の一時差異に関する繰延税金資産の評価差額▲400 は、リサイクリング処理によ
って純利益項目として振り替わることになる。 
＜ t4 期末における会計処理 ＞ 
    ① 回収可能性評価の処理（評価差額のリサイクリング） 
繰延税金資産評価差額 
（純利益項目） 
400 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
400 
この結果、t4 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、リサイクリング
によって純利益に▲400 が計上されるが、繰延税金資産の評価についての変更は
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なく、純資産自体に増減は生じていないから、包括利益は変動しない。 
 
（t5 期の会計処理） 
  t5 期には、将来減算一時差異が解消する。それ故、リサイクリング処理が必要
か検討することになる。 
  t5 期に解消する一時差異は、t1 期発生の 1,000 と t2 期発生の 1,000 の発生時
期の異なる一時差異が対象となる。t1 期発生の一時差異 1,000 のうち 750 と、t2
期発生の一時差異 1,000 のうち 750 は、課税所得の減算効果は持つが、それ以外
の残額は、回収可能性はないと判断してきた。 
まず、課税所得の減算に貢献した部分については、もともとの税効果の趣旨で
ある支払税額の適切な期間配分が実行できたといえるから、この部分については、
通常の税効果にかかる会計処理が行われる。一方、回収可能性を否認していた部
分の解消については、t4 期と同様にリサイクリング処理を要する。 
     そうすると、リサイクリングに関する会計処理は、t1 発生一時差異と t2 期発
生一時差異の課税所得の減算効果を持たないとされた部分の合計 500
（=250+250）に対する繰延税金資産の評価差額▲200 は純利益に振り替えられる。 
これを会計仕訳で示すと以下のとおりになる。 
＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
法人税等調整額 600 繰延税金資産 600 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額のリサイクリング） 
繰延税金資産評価差額 
（純利益項目） 
200 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
200 
 
 
 
 
 
 
（ⅱ） 後入先出法を適用する場合 
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表 6-2 後入先出法の場合の回収可能性評価と損益への影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲2,000
t2期発生差異 1,000 ▲1,000
課税所得発生額 0 0 0 0 1,500
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 1,500
※1
1,500 1,500 1,500 0
t2期発生差異 - 0
※2
0
1,500 1,500 1,500 1,500 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 600 600 600 600 0
回収不能額 ▲200 ▲600 ▲600 ▲200 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400
※3
▲200
※4
その他包括利益 ▲200 ▲400 0 400 200
包括利益 ▲200 ▲400 0 0 0
※1　t5期発生の課税所得1,500について減算が可能
※2　一時差異解消時期に課税所得の発生が見込まれない
※3　課税所得を減算しないt2期発生一時差異（1,000）の解消に伴うリサイクリング
※4  課税所得を減算しないt1期発生一時差異（500）の解消に伴うリサイクリング
一
時
差
異
の
解
消
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
一
時
差
異
の
回
収
可
能
性
損
益
へ
の
影
響
税
効
果
の
影
響
額
 
（t1 期の会計処理） 
    t1 期において、将来減算一時差異が 2,000 発生する。後入先出法に従った場合、
この一時差異は、t5 期に全額(2,000)が解消するとスケジューリングされる。 
ここで、t1 期発生の一時差異の回収可能性を評価について、同一時差異が解消
する t5 期には 1,500 の課税所得の発生が見込まれることから、1,500 については
課税所得を減算する効果を有し、残額の 500 については減算効果を持たないと判
断できる。 
よって t1 期発生における繰延税金資産の回収不能額は、（2,000－1,500）×40％
＝▲200 となる。 
この回収可能評価差額について、本稿の代替的処理に従うと、回収可能評価時
点では OCI 計上することになる。これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
 
 
 
＜ t1 期末における会計処理 ＞ 
 55 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 800 法人税等調整額 800 
② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
200 繰延税金資産 200 
     この結果、t1 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、その他包括利益
に▲200 が計上される。 
 
 
（t2 期の会計処理） 
     t2 期では、t1 期に続いて、将来減算一時差異が 1,000増加する。 
後入先出法により、t2 期発生の一時差異は、t4 期で全額が解消するスケジュー
ルとなるが、t4 期には課税所得の発生が予定されていない。それ故、t2 期発生の
一時差異については、課税所得を減額できる部分はないと判断され、その結果、
課税所得を減算できる一時差異の残高は 1,500 のままとなる。よって、繰延税金
資産全体の回収不能額は（3,000－1,500）×40％＝▲600 と評価され、この評価
差額は t1 期からは▲400 拡大するとなる。この評価差額の増減についても、評価
実施時点においては、一旦 OCI に計上するよう取り扱う。 
これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t2 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 400 法人税等調整額 400 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
400 繰延税金資産 400 
この結果、t2 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、回収可能性の評
価差額の変動額によって、その他包括利益が▲400 計上される。 
 
 
（t3 期の会計処理） 
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     t3 期には、一時差異の発生・解消は起こらない。それ故、繰延税金資産の回収
可能性に関する会計処理は特段生じない。 
＜ t3 期末における会計処理 ＞ 
仕訳なし 
 
 
（t4 期の会計処理） 
  t4 期には、一時差異が解消する。t4 期に解消する一時差異は、t2 期発生のも
のであるが、この一時差異は課税所得の減算効果は持たないとして、回収可能性
はないと判断してきた。そうすると、この回収可能性のない一時差異時には、評
価差額のリサイクリングが必要となる。その結果、この一時差異に関する繰延税
金資産の評価差額▲400 は、リサイクリング処理によって純利益項目に振り替わ
る。 
  これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t4 期末における会計処理 ＞ 
    ① 回収可能性評価の処理（評価差額のリサイクリング） 
繰延税金資産評価差額 
（純利益項目） 
400 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
400 
この結果、t4 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、リサイクリング
によって純利益に▲400 が計上されるが、繰延税金資産の評価についての変更等
は生じておらず、純資産自体に増減は生じていないから、包括利益は変動しない。 
 
（t5 期の会計処理） 
  t5 期にも、将来減算一時差異が解消する。t5 期に解消する一時差異は、t1 期
発生の一時差異が対象となる。 
t1 期発生の一時差異 2,000 のうち、t5 期に 1,500 の課税所得が発生したため、
課税所得の減算に貢献した部分については、通常の税効果の会計処理が行える。
一方、回収可能性を否認していた部分 500 の解消については、t4 期と同様にリサ
イクリング処理を要する。 
     そうすると、リサイクリングに関する会計処理は、t1 発生一時差異の課税所得
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の減算効果を持たないとした部分の 500 に対する繰延税金資産の評価差額▲200
は純利益に振り替えられる。 
これを会計仕訳で示すと以下のとおりになる。 
＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
法人税等調整額 600 繰延税金資産 600 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額のリサイクリング） 
繰延税金資産評価差額 
（純利益項目） 
200 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
200 
 
 （ⅲ） 加重平均法を適用する場合 
表 6-3 加重平均法の場合の回収可能性評価と損益への影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲667 ▲1,333
t2期発生差異 1,000 ▲333 ▲667
課税所得発生額 0 0 0 0 1,500
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 1,000
※1
1,000 1,000 1,000 0
t2期発生差異 - 500
※2
500 500 0
1,000 1,500 1,500 1,500 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 400 600 600 600 0
回収不能額 ▲400 ▲600 ▲600 ▲200 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400
※3
▲200
※4
その他包括利益 ▲400 ▲200 0 400 200
包括利益 ▲400 ▲200 0 0 0
※1　1,500×（1,333/2,000）
※2　1,500×（667/2,000）
※3  課税所得を減算しないt1期発生一時差異（667）とt2期発生一時差異（333）の解消に伴うリサイクリング
※4  課税所得を減算しないt1期発生一時差異（333）とt2期発生一時差異（167）の解消に伴うリサイクリング
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（t1 期の会計処理） 
    t1 期において、将来減算一時差異が 2,000 発生する。加重平均法に従った場合、
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この一時差異は、t4 期に 667、t5 期に 1,333 が解消するとスケジューリングされ
る。 
ここで、課税所得の発生がある t5 期に解消する一時差異は、t1 期のものと t2
期のものの発生時期の異なる 2 つの一時差異が対象となる。このケースも、先入
先出法の場合と同様に、課税所得の減算可能額は、解消する差異の金額で按分す
る必要がある。そうすると、t1 期発生の一時差異で t5 期に解消する一時差異の
うち、1,000｛=1500×（1,333/2,000）｝は、課税所得の減算効果を有すると考
えられ、t5 期解消の残額 333 と t4 期解消分の 667 の合計 1,000 については、減
算効果を持たないと判断できる。 
よって t1 期における繰延税金資産の回収不能額は、（2,000－1,000）×40％＝
▲400 となる。この回収可能評価差額について、本稿の代替処理に従うと、回収
可能評価時点では OCI 計上することになる。 
これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t1 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 800 法人税等調整額 800 
② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
400 繰延税金資産 400 
     この結果、t1 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、その他包括利益
に▲400 が計上される。 
 
（t2 期の会計処理） 
     t2 期では、t1 期に続いて、将来減算一時差異が 1,000増加する。 
加重平均法の場合では、t2 期発生の一時差異は、t4 期に 333、t5 期に 667 解
消するスケジュールになる。 
そのうえで、t2 期発生の一時差異の回収可能性を検討すると、t5 期には課税所
得の発生が見込まれるため、このとき解消する一時差異については課税所得の減
算効果が認められる。ただし、前述の t1 期発生の一時差異同様に、t5 期では、
発生時期の異なる一時差異が解消するため、この減算効果の金額は、発生する課
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税所得を按分して決めることが適当であろう。そうすると、t2 期発生の一時差異
で t5 期に解消する一時差異のうち、500｛=1500×（667/2,000）｝は、課税所得
の減算効果を有すると考えられ、t5 期解消の残額 167 と t4 期解消分 333 の合計
500 については、減算効果を有さないと判断できる。その結果、t2 期末時点で課
税所得の減算が見込める一時差異は合計で 1,500 になる。よって繰延税金資産の
回収不能額は（3,000－1,500）×40％＝▲600 と評価され、この評価差額は t1 期
からは▲200 拡大するとなる。この評価差額の増減についても、評価時点におい
ては、一旦 OCI に計上させる。 
これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t2 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 400 法人税等調整額 400 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
200 繰延税金資産 200 
この結果、t2 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、回収可能性の評
価差額の変動額によって、その他包括利益が▲200 計上される。 
 
（t3 期の会計処理） 
     t3 期には、一時差異の発生・解消は起こらない。それ故、繰延税金資産の回収
可能性に関する会計処理は特段生じない。 
＜ t3 期末における会計処理 ＞ 
仕訳なし 
 
（t4 期の会計処理） 
  t4 期には、一時差異が解消する。t4 期に解消するのは、t1 期発生のもの 667
と t2 期発生のもの 333 が対象となる。これらの一時差異は、解消時期に課税所
得の発生が見込まれないため、課税所得の減算効果は有さないとして、回収可能
性はないと判断してきた。この減算効果を持たない一時差異が解消するときには、
評価差額のリサイクリングが必要となる。そうすると、t1 期発生のもの 667 と t2
 60 
期発生のもの 333 の合計 1,000 の一時差異に関する繰延税金資産の評価差額▲
400 は、リサイクリング処理によって純利益項目に計上される。 
  これを会計仕訳で示すと以下のようになる。 
＜ t4 期末における会計処理 ＞ 
    ① 回収可能性評価の処理（評価差額のリサイクリング） 
繰延税金資産評価差額 
（純利益項目） 
400 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
400 
この結果、t4 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、リサイクリング
によって純利益に▲400 が計上されるが、繰延税金資産の評価についての変更等
は生じておらず、純資産自体に増減は生じてないから、包括利益は変動しない。 
 
（t5 期の会計処理） 
  t5 期にも、将来減算一時差異が解消する。t5 期に解消する一時差異は、t1 期
発生のもの 1,333、t2 期発生のもの 667 が対象となる。 
この t1 期発生の一時差異のうちの 1,000 と t2 期発生の一時差異のうちの 500
については、t5 期に 1,500 の課税所得が発生したため、課税所得の減算に貢献す
る。よって、これらについては、通常の税効果の会計処理を行う。一方、回収可
能性を否認していた部分 500（t1 期発生分 333 と t2 期発生分 167 の合計）の解
消については、t4 期と同様にリサイクリング処理が必要となる。 
     そうすると、リサイクリングに関する会計処理は、t1 発生一時差異の課税所得
の減算効果を持たないとした部分の 500 に対する繰延税金資産の評価差額▲200
は純利益に振り替えられる。 
これを会計仕訳で示すと以下のとおりになる。 
＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
法人税等調整額 600 繰延税金資産 600 
     
 
② 回収可能性評価の処理（評価差額のリサイクリング） 
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繰延税金資産評価差額 
（純利益項目） 
200 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
200 
この結果、t5 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、リサイクリング
によって純利益に▲200 が計上されるが、繰延税金資産の回収可能な見積額自体
が変わるのではないから、包括利益は変動しない。 
 
第 3 項 回収可能額の見積りの変更が生じる場合 
 これまでは、回収不能とした評価差額のリサイクリングのタイミング、すなわち評価差
額の純利益への帰属時期を観察してきたが、そこでは将来発生課税所得額について初めて
差異が発生して以降、当初の見積りどおりに推移すると考え、回収可能額について固定的
に扱ってきた。 
 しかし、繰延税金資産の回収可能性は、一時差異の発生・解消額や将来課税所得の発生
額等のスケジューリングに関する情報や、タックスプランニングの追加、そして将来の法
人税等の税率変更など、毎期それらの状況が変化することは当然予想される。 
 そこで、次のステップとして、回収可能額の見積修正が生じた場合に、これまで考察し
てきた代替案の会計処理にどのような影響を与えるのかをみていく。 
 
○ 将来発生課税所得の見積りの変更を行う場合 
企業は中・長期計画の業績予想などを踏まえながら将来発生課税所得についてスケジ
ューリングを行っている。しかし、企業環境の変化によって、前期間に想定していた
業績予想と、足下の業績動向からみた将来の業績見通しには乖離が生ずるはずである。
このような課税所得の見積り変更は、繰延税金資産の回収可能額に変化をもたらすこ
とになるから、見積りの変更を反映するような会計処理が必要となる。 
   そこで、将来発生課税所得の見積りについて修正を行った場合、どのような会計処
理が行われ、損益情報にどのように反映されるのか以下の数値例で確認する。 
 
 
 
【設 例 C-2】 
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設例 A（機械の減価償却にかかる一時差異の設例）の条件に、以下の条件を追加
する。 
(6) t1 期末において、将来発生課税所得は、t1～t4 期まではゼロ、t5 期末に 1,500
と予測された。 
(7) 将来（t5 期の）発生課税所得の予想額は、t3 期末に 1,800 に引き上げた。 
また、t5 期末の課税所得の発生は、t4 期の予想どおり 1,800 であった。 
(8) 当該機械以外に会計・税務間の発生差異はない。 
(9) 繰越欠損金の存在は認めないものとする。 
 
表 7-1 先入先出法において、課税所得の見積りの修正を行った場合の影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲1,000 ▲1,000
t2期発生差異 1,000 ▲1,000
課税所得発生額（見積り修正前） 0 0 0 0 1,500
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 750 750
t2期発生差異 - 750
750 1,500
課税所得発生額（見積り修正後） 0 0 0 0 1,800
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 900 900 0
t2期発生差異 900 900 0
1,800 1,800 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 300 600 720 720 0
回収不能額 ▲500 ▲600 ▲480 ▲80 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400 ▲80
その他包括利益 ▲500 ▲100 120 400 80
包括利益 ▲500 ▲100 120 0 0
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上記の表では、先入先出法において、将来発生課税所得の金額を t3 期に修正した場
合に、見積りの修正がなかった場合から変化する部分をシャドーで示している。 
 
（t3 期の会計処理） 
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   t1 期～t2 期までは、見積りの修正がない場合と同じであるため、同期間の会計処理
についての説明は省略する。 
   本設例では、t3 期末に、将来の t5 期に発生する課税所得の金額を 1,500 から 1,800
に引き上げる見積りの修正を行ったとしている。それが影響する部分を説明すると、
まず t1 期発生および t2 期発生の一時差異のうち t5 期に解消する一時差異の課税所得
減算可能額が変更される。見積り修正前は、それぞれの一時差異が 750 ずつ減算可能
であると考えていたが、それが 900｛=1,800×(1,000/2,000)｝ずつ減算可能であると
変更されることになる。その結果、t3 期末における減算可能な一時差異は合計で 1,800
となる。よって、この t3 期における繰延税金資産の回収不能な額は、将来減算一時差
異残高から課税所得の減額可能額を控除したものに税率を乗じて、（3,000－1,800）
×40％＝▲480 となる。そうすると、繰延税金資産の評価差額は、前期の t2 期におけ
る評価差額の▲600 から、120だけ縮小したことになる。 
   これらのことを会計処理で示すことにするが、本稿では、前節までに、繰延税金資
産の評価差額は、一時差異が解消するまでは、OCI に繰り延べる扱いであったことを
思い出してほしい。よって、同評価差額の変動は OCI として計上することになる。 
   以上のことを会計処理で示すと以下のとおりになる。 
＜ t3 期末における会計処理 ＞ 
    ① 回収可能性評価の処理（評価差額の OCI 計上） 
繰延税金資産 120 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
120 
 
（t5 期の会計処理） 
   t5 期は、見積もり修正後の予想どおり課税所得が生じたという設例の条件から、t5
期には 1,800 の課税所得が生じていることになる。すると、t5 期に解消する一時差
異のうち t1 期に発生したもの(1,000)と t2 期に発生したもの(1,000)は、それぞれ 900
ずつ課税所得を減算したと考えることができよう。よって、この部分については、税
効果による適切な支払税額の期間配分ができているため、通常の税効果の会計処理が
行われる。一方、残りの課税所得を減算できなかったもの（t1 期発生分の 100 と t2
期発生分の 100）については、既に回収可能性評価において評価減していた部分であ
る。よって、評価減によって OCI に繰り延べていたものを、リサイクリングする必
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要がある。 
    以上のことを会計処理で示すと以下のとおりになる。 
＜ t5 期末における会計処理 ＞ 
 ① 税効果に関する会計処理 
繰延税金資産 720 法人税等調整額 720 
    ② 回収可能性評価の処理（評価差額のリサイクリング） 
繰延税金資産評価差額 
（純利益項目） 
80 繰延税金資産評価差額 
（その他包括利益） 
80 
この結果、t5 期の包括利益及び損益計算書への影響としては、リサイクリングに
よって純利益に▲80 が計上されるが、前期から繰延税金資産の回収可能額自体が変
わったのではなく、純資産に増減はないため、包括利益は変動しない。 
 
   なお、後入先出法と加重平均法の場合においても、考え方は前述の先入先出法と同
じである。すなわち、将来発生課税所得の見積りが変更されたときは、変更された会
計期間で解消する一時差異について課税所得の減算可能額がいくら増減するのかを、
改めて測定し直すことになる。その結果、減算可能な一時差異が増加すれば、繰延税
金資産の資産評価額が増加し、OCI に繰り延べた評価差額を戻し入れればよいし、逆
に減算可能な一時差異が減少すれば、繰延税金資産の資産評価額を減少させ、拡大し
た評価差額を追加的に OCI に計上することになる。 
   よって、後入先出法と加重平均法の場合については、見積りの変更結果を示す表を
以下に示し、説明については、割愛することとしたい。 
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表 7-2 後入先出法において、課税所得の見積りの修正を行った場合の影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲2,000
t2期発生差異 1,000 ▲1,000
課税所得発生額（見積り修正前） 0 0 0 0 1,500
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 750 750
t2期発生差異 - 750
750 1,500
課税所得発生額（見積り修正後） 0 0 0 0 1,800
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 900 900 0
t2期発生差異 900 900 0
1,800 1,800 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 600 600 720 720 0
回収不能額 ▲200 ▲600 ▲480 ▲80 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400 ▲80
その他包括利益 ▲200 ▲400 120 400 80
包括利益 ▲200 ▲400 120 0 0
一
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表 7-3 加重平均法において、課税所得の見積りの修正を行った場合の影響 
t1 t2 t3 t4 t5
期首借方一時差異残高 0 2,000 3,000 3,000 2,000
借方一時差異発生・解消（▲）額 2,000 1,000 0 ▲1,000 ▲2,000
期末借方一時差異残高 2,000 3,000 3,000 2,000 0
個別一時差異の発生解消スケジュール
t1期発生差異 2,000 ▲667 ▲1,333
t2期発生差異 1,000 ▲333 ▲667
課税所得発生額（見積り修正前） 0 0 0 0 1,500
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 750 750
t2期発生差異 - 750
750 1,500
課税所得発生額（見積り修正後） 0 0 0 0 1,800
個別一時差異の課税所得減算可能額
t1期発生差異 900 900 0
t2期発生差異 900 900 0
1,800 1,800 0
税率 40% 40% 40% 40% 40%
繰延税金資産累計額 800 1,200 1,200 800 0
回収可能額 400 600 720 720 0
回収不能額 ▲400 ▲600 ▲480 ▲80 0
0
修正損益
純利益 0 0 0 ▲400 ▲80
その他包括利益 ▲400 ▲200 120 400 80
包括利益 ▲400 ▲200 120 0 0
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第 4 節 代替的会計処理の総括 
前節では、数値例を用いて、代替的な会計処理において、具体的にどのように会計処理
されるのか確認してきた。その試行の結果として観察されたこの会計処理の特徴、問題点、
そして実行可能性について総括することとする。 
 
第 1 項 代替的会計処理の特徴 
 代替的会計処理のコンセプトは、繰延税金資産の回収可能性テストを行った時点では、
評価差額が生じたとしても、それを純利益には反映させず、OCI に繰り延べるというもの
であった。これは、回収可能性テストの時点での評価差額には、純利益に含ませるだけの
蓋然性を備えない部分が多いから、それを即時に純利益として計上することが問題として
考えられたからである。 
 そして、評価差額を一旦 OCI に繰り延べるということは、いずれはリサイクリングする
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必要があることを意味する。そして、リサイクリングが行われるのは、資産評価の時点と、
純利益として認識すべきる時点が異なるからである。だから、純利益として認識すべきと
きには、既に評価を引き下げた部分について純利益に振り替えるという手続きが必要であ
った。ここで、この繰延税金資産の評価差額が純利益として認識されるのに適切な時点は
どこかと考えると、一時差異の解消時点が適当であることを確認した。 
 次にリサイクリングを、一時差異解消時点で行おうとすると、①解消する一時差異の特
定化の方法、および②解消する一時差異が回収可能性評価差額に関連するものかを判断す
るための方法、が問題となった。 
 ここで①の課題に対しては、Bublitz and Zuckerman[1988]で記述されている一時差異
の解消スケジュールに関する仮定（先入先出法、後入先出法、加重平均法）を用いること
で、②の課題に対しては、繰越欠損金を考慮しない世界を想定するなら、将来の課税所得
の発生と同じ期間に解消する一時差異について、課税所得額の減算効果があるものと考え、
それに紐付く一時差異であれば回収可能性がり、一方、一時差異解消期間に課税所得を減
算する効果のない一時差異にかかる繰延税金資産は回収可能性がないと判断できると仮定
した。以上の、前提を置いた下で、代替的会計処理は実行可能となっている。 
続いて、第 2節および第 3節の数値例の結果から、この代替的会計処理の特徴を総括す
る。 
特徴の 1 点目は、回収可能性評価時点においては、評価差額は OCI に計上されるため、
純利益への算入はされないということである。これは、評価時点における純利益算入に問
題があったことを解消する意味を持つ。 
特徴の 2 点目は、純利益へのリサイクリング時点について、将来減算一時差異の解消時
点でこれを捉えるから、観察可能な事実に基づいて損益認識時点の把握が可能となってい
る。これにより、投資の成果が事実として確認されたことになるから、純利益の要件であ
る投資のリスクからの解放要件も充足すると考えられる。 
特徴の 3 点目は、損益に対する一時的な影響を緩和する。現行基準では、評価差額は即
時に全額が純利益に算入されていたため、繰延税金資産の回収可能性の喪失、回復が、純
損益のブレを生じさせていた。しかし、評価差異が一事差異の解消に応じて徐々に配分さ
れるため、損益への影響を緩やかにする効果をもっている。 
特徴の 4 点目は、リサイクリングによる純利益への振替額は、3 つの一時差異解消仮定
の中でどの仮定を採ったとしても、結果が同じということである。これは、同一資産から
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生ずる一時差異の解消合計額は、解消スケジュールの仮定の選択には左右されないからで
ある。この点は、差異解消スケジュールの選択に裁量を与えないから、有効な特徴である
と思われる。 
特徴の 5 点目としては、見積りの修正について対応可能な会計処理であることである。
つまり、追加的な見積りの変更は OCI の追加計上を行い、リサイクリングも一時差異の解
消に応じて実施するという、当初の会計処理のコンセプトを崩すものでない。将来発生課
税所得の見積りの変更が生じたときは、課税所得の数値を修正した期間の一時差異の相殺
可能額が変わって、評価差額の修正が生じるから、見積り変更時は評価差額の変動を OCI
として処理を行えばよい。 
 
第 2 項 代替的会計処理の問題点 
 一方で、この代替的会計処理の問題点も指摘され得る。 
問題の 1 点目は、発生した将来減算一時差異を発生源泉および発生時点別に、継続的に
管理・観察しなければならないという、事務負担が大きいことである。これの実務負担は、
そもそもの実務上の実践可能性にとって大きな障害となる。 
問題の 2 点目は、一時差異解消仮定の選択によって、繰延税金資産の評価額が変わると
いうことである。これは、解消スケジュールの仮定の決定によって、一時差異の解消時期
および解消額が変化するからである。すなわち、将来減算一時差異解消時期に課税所得が
発生するタイミングと合えば回収可能性が認められるが、解消時期に課税所得の発生が過
少であるような解消スケジュールをとれば、回収可能性が認められない部分が生ずること
になるからである。この一時差異発生当初の評価に裁量の余地を与えることになるため、
この点は望ましいとは言えない。 
以上、現行の回収可能性評価差額の即時損益処理を回避しようとすれば、上記のような
問題が発生することも注意しなければならない。 
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第 5 章 終わりに 
 
第 1 節 総括 
第 1 章では、現行の繰延税金資産の回収可能性評価に関する規定とその取扱いを見てき
た。 
そこでは、まず、税効果会計が、適切な会計期間の業績を示すためには法人税等につい
ても関連する金額を示す必要性からその導入を求められてきたことを確認した。 
しかし、その導入に当たっての課題となっていたことが、法人税を調整するために生ず
る繰延税金資産・繰延税金負債が貸借対照表能力を有するかということであった。だが、
わが国においては、これまで会計規範として機能してきた旧商法・旧証券取引法など規定
する他の資産等と比較したとき、繰延税金資産はそれらと類似する点が多く、貸借対照表
に計上する意義が認められるとの説明が確認できた。 
その結果、この貸借対照表能力の裏づけの下で、税効果会計の適用が可能になっている
ことが明らかになった。 
しかしながら、繰延税金資産の資産性を認めるということは、貸借対照表にはその経済
的便益の発現や将来キャッシュ・フローの流入可能な部分に限られるということである。
それ故、繰延税金資産については、その資産性を評価する必要があることになる。しかし
ながら、繰延税金資産とは、一般的な法的請求権や有形財産ではないから、この資産を企
業自身評価する手続きが必要である。しかしながら、繰延税金資産の評価は、将来の課税
所得の発生に依存する部分が大きい。課税所得の予測は企業業績の予測とほぼ同義であり、
当然ながら不確実性の大きい現代の経済環境下で、精緻にそれを予測することは困難であ
る。また、その予測には、企業の恣意性が介入する余地が多くならざるを得ない。 
 この恣意性を可能な限り抑制するために、繰延税金資産の回収可能性テストの実施に関
する規定が実務上用意されており、わが国では、監査委員会報告第 66 号がその実務規定
として機能していることを示した。 
 一方、この回収可能性テストで生ずる評価差額の損益への影響については、法人税等調
整額に含める扱いが採られているため、同評価差額は即時に純利益に算入される。それに
対する議論というのはこれまで扱われてこなかったようである。それ故、本議論を取り扱
うことが本稿の目的と考え、この損益に関する性質を考察することテーマとして取り上げ
ることを示した。 
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第 2 章では、純利益の一般的な性質を捉えるために、純利益に関する概念について説明
をした。はじめに、純利益の構成要素について検討したが、その構成要素は収益と費用で
あり、その認識は、実現・発生・対応の 3 つ概念によって支えられているものであること
が分かった。特に実現概念は、損益計算の軸となる収益の認識を規定するものであるから、
特に重要な概念であった。この実現概念は、伝統的には、「行為の完了」や「流動的対価
の受領」など行為に着目したものであったが、その解釈は「収益として認識してもよい事
象」という抽象的な概念に拡張されてきたようである。 
これらの構成要素を集計した純利益について、伝統的には、純利益とは「包括主義」に
基づく企業活動全体の業績という見方と、会計期間における投資の回収余剰という意味合
いをもっていた。 
一方現代の純利益の一般的な概念として考えられているのが、概念フレームワークが記
述している純利益の定義であった。この記述で着目すべきことは、純資産の変動の中でも
「リスクから解放された
．．．．．．．．．．
投資の成果」に限って純利益として認めるという積極的な定義が
示されていることである。この投資のリスクからの解放概念の要件を充足したものが、純
利益としての性質を備えていると考えられた。 
第 3 章では、第 2 章で純利益の概念や備えるべき一般的性質が示されたことを受けて、
繰延税金資産の評価差額の純利益算入する会計処理の妥当性を考察した。 
はじめに、繰延税金資産の評価差額が即時に損益算入ことに焦点を当て、これが当該一
会計期間で認識されることの妥当性を検討した。そこでは、継続的な評価における 2 期間
差額と、評価差額の当初発生額とに分けて考察した。その結果、前者と後者のうちスケジ
ューリング可能な見積範囲において算出される回収不能額については、当該一会計期間で
認識することに対することの一応の説明は備えていることが確認できた。しかしながら、
スケジューリング対象とならなかった一時差異にかかる評価差額については、これを一時
の損益として認識することに、合理的な説明は用意できないこと考えられた。 
続いて、回収可能性評価差額の純利益要件の充足が確認できるかについて検討を加えた。 
これについては、概念フレームワークの「投資のリスクからの解放」の要件を充足するこ
とが必要であった。この概念の充足には、事前の期待に対して比較可能な事実に照らして、
投資の成果を確認できることが必要であったが、繰延税金資産の回収可能性差額について
は、これを確認する術に欠けていることが分かった。このような状況で果たして、評価時
点において純利益に算入することに問題があることが確認された。 
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第 4 章では、第 3 章で繰延税金資産の回収可能性差額を評価時点で純利益に算入するこ
とに問題が存在していることがわかり、これを受けて、問題を解決できるような代替的会
計処理を考案できないか、検討した。 
第 3 章の問題を解決するためには、繰延税金資産の評価時点ではその会計処理を OCI
に計上し、後にリサイクリング処理を行うという会計処理を提案したところであった。し
かし、OCI に一旦計上すると、それをいつリサイクリングするかというタイミングの問題
に直面する。ここで、繰延税金資産の回収可能性についての投資のリスクからの解放時点
を考慮すれば、将来減算一時差異が解消する時点が適当であるという結論に至った。 
更に、評価差額をいかに適切に期間配分するかという問題にも直面した、これについて
は、一時差異発生時に、当該差異を、差異解消時点に応じて回収可能な部分と回収不能部
分とに分けて取り扱い、回収不能分が解消したときには評価差額をリサイクリングすると
いう会計処理を採ることを提案した。しかし、そのためには、一時差異が解消する順序を
仮定する必要性があり、これに対しては Bublitz and Zuckerman[1988]の先行研究を応用し、
先入先出法、後入先出法、加重平均法に基づいた一時差異解消仮定を当てはめることを試みた。 
これらの対応によって、観察可能な手続に従って、評価差額のリサイクリングによる損益へ
の期間配分が可能になった。 
これを踏まえて、数値例を用いて、実際の会計仕訳が可能であるか確認した。その結果、特
に問題と考えられた、複数期間に亘って一時差異が発生・解消する場合であっても、以上の手
続きを踏めば、当該評価差額を損益へ反映させるまで実施可能であることが確認できた。 
しかし、当該代替的会計処理には、現行処理の問題点を克服することは可能であるもの
の、実務上の負担や理論の複雑さを伴うことから、実践可能性に問題があることや、差異
解消の仮定の選択によって、当初認識する繰延税金資産自体の評価が変わるという、問題
も発覚した。 
 
第 2 節 本稿で解消できなかった課題 
本稿では、繰延税金資産の回収可能性評価差額にかかる純利益の性質が、他の類似した
資産評価の会計基準との整合性に照らせば、その評価差額全額が一時の純利益とされるこ
とに問題があることが確認できたわけである。しかしながら、他の会計基準とは独立して、
当該評価差額の全額が一時の損益となると理解されている可能性については考察を踏まな
かった。本来は、概念的に整合された会計処理が行われているほうが望ましいはずだが、
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現状の企業会計は、整合的な会計を目指した過渡期であるから、他の会計基準との整合性
を無視した、特定の会計基準だけで成立する特別な意義から説明がされる可能性も否定す
ることはできない。その点で、他の会計基準とは独立した説明がされる可能性の考察に触
れなかったことは、本稿の未解決事項である。 
 また、回収可能性テスト実施時点の評価差額を OCI 処理とする扱いを提示したわけであ
るが、これは、評価差額が即時に純利益算入される弊害の回避と、貸借対照表上の資産評
価の必要性の観点から、当該会計処理を考案した。しかし、可能ならば OCI とされる積極
的な必要性が説明できれば、当該会計処理の説得性をより高められたと思われる。しかし、
現状の企業会計において OCI 自体もしくは OCI を含む包括利益自体は純資産の変動額に
過ぎず、明確な業績としての意義は備えていない。このような状況下で、当該評価差額が
OCI に該当するという積極的な意義を考察するのは困難であると考え、その考察について
は扱わなかった。将来的に OCI もしくは包括利益の業績上の意義が決まってくれば、この
点に関する考察が必要になるであろう。 
最後に、本稿で示した現行処理には、いくつか重大な問題点があることが確認された。
ただし、本稿での会計処理の考え方は、単なる一案に過ぎない。もし、繰延税金資産の評
価差額の OCI 処理と一時差異解消時のリサイクリングという会計処理の考え方が受け入
れられるとき、その考え方に沿った本稿以外の会計処理の方法も考え得る。それが、これ
らの問題点を改善されるものであれば望ましいと思う。 
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